
 

日本証券業協会 
東京都中央区日本橋 2-11-2 〒103-0027 
https://www.jsda.or.jp 

2 0 2 4 年 ９ 月 1 7 日 

 

各 位 

 

日 本 証 券 業 協 会 

 

パブリックコメントの募集について 

 

 本日付けで、下記の事項について別紙のとおりパブリックコメントを募集することといた

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

○「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」等の一部改正につ

いて（案） 

 

募集期間： 2024年９月 17日(火)から 2024年 10月 16日(水) 17時 00分まで 

所 管： 公社債分科会・エクイティ分科会 

内 容： 令和６年改正金融商品取引法において、流動性の低い非上場有価証券

のみを取り扱い、かつ、取引規模が限定的である私設取引システム（PTS）

運営業務については、その業務を行うに当たっての認可を要さないこと

とし、第一種金融商品取引業の登録により行えることとする制度（以下

「登録 PTS制度」という。）が創設された。 

これを受け本協会では、「非上場有価証券等の PTS 取引に関する検討

会」（日本 STO協会と共管。以下「検討会」という。）において、「私設取

引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」について、

登録 PTS制度に対応した見直しに係る検討を行ってきたところである。 

また、店頭有価証券等を登録 PTS 制度で取り扱う際の規制の適用につ

いて、本協会「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワーキング・

グループ」（以下「WG」という。）において検討会と並行して検討を行っ

てきたところである。 

今般、検討会及び WGにおける議論を踏まえ、登録 PTS制度に対応した

非上場有価証券の PTS における取引等に関する自主規制規則の整備とし

て、「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」、

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」、「店

頭有価証券に関する規則」及び「株主コミュニティに関する規則」の一

部改正を行うこととする。 

 

  



 

日本証券業協会 
東京都中央区日本橋 2-11-2 〒103-0027 
https://www.jsda.or.jp 

 パブリックコメントの募集方法 

郵便又は本協会 Webサイト経由により募集 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２丁目 11番２号 

日本証券業協会 公社債・金融商品部 あて 

本協会 Web サイト経由の場合 https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=07 

 

 

○本件に関するお問い合わせ先：自主規制本部  公社債・金融商品部 （TEL：03-6665-6771） 

                      エクイティ市場部 （TEL:03-6665-6770） 

 

 

以  上 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=07


「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」等の 

一部改正について（案） 

令和６年９月 17 日 

日 本 証 券 業 協 会 

Ⅰ．改正の趣旨 

令和６年改正金融商品取引法において、流動性の低い非上場有価証券のみを取

り扱い、かつ、取引規模が限定的である私設取引システム（PTS）運営業務につい

ては、その業務を行うに当たっての認可を要さないこととし、第一種金融商品取

引業の登録により行えることとする制度（以下「登録 PTS 制度」という。）が創設

された。 

これを受け本協会では、「非上場有価証券等の PTS 取引に関する検討会」（日本

STO 協会と共管。以下「検討会」という。）において、「私設取引システムにおける

非上場有価証券の取引等に関する規則」について、登録 PTS 制度に対応した見直

しに係る検討を行ってきたところである。 

また、店頭有価証券等を登録 PTS 制度で取り扱う際の規制の適用について、本

協会「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワーキング・グループ」（以下

「WG」という。）において検討会と並行して検討を行ってきたところである。 

今般、検討会及び WG における議論を踏まえ、登録 PTS 制度に対応した非上場有

価証券の PTS における取引等に関する自主規制規則の整備として、「私設取引シ

ステムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」、「店頭有価証券等の特定

投資家に対する投資勧誘等に関する規則」、「店頭有価証券に関する規則」及び「株

主コミュニティに関する規則」の一部改正を行うこととする。 

Ⅱ．改正の骨子 

１．「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」の一部改

正 

(1) 定義

登録 PTS 制度に関連する用語を定義する。 （第２条） 

(2) 社内規則の制定等

①登録 PTS 運営会員が登録 PTS 運営業務を行うに当たり作成する社内規則に

おいて定めるべき事項を規定する。 （第４条の２第１項）

②登録 PTS 取引協会員は、登録 PTS 取引業務を行うに当たり、登録 PTS 運営

会員が社内規則で定める事項を遵守しなければならないこととする。

（第４条の２第２項） 
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(3) 業務内容の公表等

登録 PTS 運営会員は、自社が行う登録 PTS 運営業務の内容について自社の

ウェブサイトに掲載する方法その他のインターネットを利用した方法により

公表を行わなければならないこととする（自社顧客型登録 PTS 運営業務を行

う登録 PTS 運営会員が顧客に説明を行う場合を除く。）。 （第５条） 

(4) 登録 PTS 銘柄の適正性審査

登録 PTS 運営会員が非上場有価証券を新たに登録 PTS 銘柄に追加する場合

に、当該非上場有価証券の適正性について審査しなければならない事項につ

いて定める。 （第６条の２） 

(5) 発行体との契約締結

登録 PTS 運営会員が非上場有価証券を新たに登録 PTS 銘柄に追加する場合

に、当該非上場有価証券の発行体との間で契約しなければならない事項につ

いて定める。 （第７条の２） 

(6) 発行体による適時の情報提供

①発行体が登録 PTS運営会員へ適時の情報提供をすべき事項として、登録 PTS

運営会員が発行体との契約で規定しなければならない事項について定める。 

（第８条の２第１項、第２項） 

②登録 PTS 運営会員は発行体から適時の情報提供を受けた場合、当該情報内

容を速やかに公衆の縦覧に供しなければならないこととする（自社顧客型

登録 PTS 運営業務を行う登録 PTS 運営会員が顧客に情報提供した場合を除

く。）。 （第８条の２第３項）

③登録 PTS 運営会員は公衆の縦覧に供した情報又は顧客に提供した情報の内

容の適正性の確保に努めることとする。   （第８条の２第４項）

(7) 価格情報の公表等

①取次型登録 PTS 運営業務を行う登録 PTS 運営会員における価格情報の公表

義務及び公表方法並びに登録 PTS 取引協会員への約定価格等提供のための

態勢整備義務について規定する。 （第９条の２第１項、第２項）

②自社顧客型登録 PTS 運営業務を行う登録 PTS 運営会員及び登録 PTS 取引協

会員における顧客への約定価格等提供のための態勢整備義務について規定

する。 （第９条の２第３項）

(8) 不公正取引等の防止

登録 PTS 取引協会員は、登録 PTS 取引業務を行うに当たり、不公正取引等
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を防止する態勢を整備しなければならないこととする。 （第 10 条） 

 

(9) 売買審査の実施 

①登録 PTS 運営会員は、登録 PTS 銘柄の取引について、社内規則に基づき適

切に売買審査を行わなければならないこととする。 （第 11 条第１項） 

②取次型登録 PTS運営業務を行う登録 PTS運営会員が売買審査を行った結果、

不公正取引等に該当するおそれがあると認識した場合等には、登録 PTS 取

引協会員への注意喚起等の措置を講じなければならないこととする。 

 （第 11 条第２項） 

③自社顧客型登録 PTS 運営業務を行う登録 PTS 運営会員が売買審査を行った

結果、不公正取引等に該当するおそれがあると認識した場合等には、社内

規則に基づき適切な措置を講じなければならないこことする。 

（第 11 条第３項） 

 

(10) 売買停止措置 

登録 PTS 運営会員は、社内規則に基づき適切に売買停止措置を講じなけれ

ばならないこととする。    （第 12 条） 

 

(11) 上場有価証券等との誤認防止措置 

①登録 PTS 運営会員は、登録 PTS 銘柄が上場有価証券及び非上場認可 PTS 銘

柄ではないことについて自社のウェブサイト上で明示しなければならない

こととする（自社顧客型登録 PTS 運営業務を行う登録 PTS 運営会員が顧客

に説明を行う場合を除く。）。 （第 13 条第３項） 

②登録 PTS 取引協会員は、登録 PTS 銘柄が上場有価証券及び非上場認可 PTS

銘柄ではないことについて、顧客に説明を行わなければならないこととす

る。 （第 13 条第４項） 

 

(12) 取引公正性の確保  

非上場認可 PTS 運営会員及び登録 PTS 運営会員は、顧客との間で非上場認

可 PTS 銘柄又は登録 PTS 銘柄の売買を行うに当たっては、合理的な方法で算

出された時価を基準として適正な価格により取引を行い、その取引の公正性

を確保しなければならないこととする。           （第 14 条） 

 

(13) 特定投資家向け有価証券に係る特則等 

①登録 PTS 取引協会員は、特定投資家以外の者である顧客から、私設取引シ

ステムにおける特定投資家向け有価証券の買付けの受託を行ってはならな

いこととする。 （第 15 条第１項） 

②登録 PTS 運営会員が特定投資家向け有価証券である投資信託等を新たに登
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録 PTS 銘柄に追加する場合に、当該投資信託等の適正性について審査しな

ければならない事項を定める。 （第 15 条第２項） 

③登録 PTS 運営会員が特定投資家向け有価証券を新たに登録 PTS 銘柄に追加

する場合に、当該特定投資家向け有価証券の発行体との間で契約しなけれ

ばならない事項について定める。 （第 15 条第３項） 

 

(14) 登録 PTS 運営会員に対する準用 

登録 PTS 運営業務のうち、登録 PTS 取引協会員による媒介等が行われな

い取引を行う登録 PTS 運営会員についての準用規定を定める。（第 16 条） 

 

(15) その他、所要の整備を図る。 

 

２．「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の一部改正 

(1) 登録 PTS 銘柄取引に係る投資勧誘を行う場合について、個別銘柄に係る説

明書の交付等の例外規定を設ける。   （第 11条第２項） 

 

(2) 登録 PTS 銘柄取引に係る投資勧誘を行う場合における適用除外を設けると

ともに、当該投資勧誘のみを行う協会員について取扱協会員としての指定

等を要しないこととする。   （第 18条第１項、第２項） 

 

(3) その他、所要の整備を図る。 

 

３．「店頭有価証券に関する規則」の一部改正 

  登録 PTS 銘柄取引について、成行注文の受託の禁止及び会員間での流通を目

的とした取引の禁止の適用を除外する。   （第 13 条第１項、第 14 条） 

 

４．「株主コミュニティに関する規則」の一部改正 

  登録 PTS 銘柄取引について、成行注文の受託の禁止の適用を除外する。 

（第 24 条第１項） 

 

Ⅲ．施行の時期 

この改正は、令和６年５月 22 日公布「金融商品取引法及び投資信託及び投資法

人に関する法律の一部を改正する法律」の附則第１条第２号「公布の日から起算

して六月を超えない範囲内において政令で定める日」から施行する。 
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パブリックコメントの募集スケジュール等 

(1) 募集期間及び提出方法 

① 募集期間：令和６年９月 17 日(火)から令和６年 10 月 16 日(水)17 時 00 分

まで(必着) 

② 提出方法：郵便又は専用フォームにより下記までお寄せください。 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２－11－２ 

日本証券業協会 公社債・金融商品部 宛 

専用フォームの場合： 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=07 

 

(2) 意見の記入要領 

件名を「『私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則』等

の一部改正に対する意見」とし、次の事項を御記入のうえ、御意見を御提出くだ

さい。 

① 氏名 

② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号等） 

③ 会社名（法人又は団体として御意見を提出される場合、その名称を御記入く

ださい。） 

④ 意見の該当箇所 

⑤ 意見 

⑥ 理由 

 

本件に関するお問い合わせ先： 

日本証券業協会 自主規制本部 公社債・金融商品部（03-6665-6771） 

エクイティ市場部 （03-6665-6770） 

以  上 
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「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」の 

一部改正について（案） 

 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改   正   案 現     行 

  

（定 義） （定 義） 

第 ２ 条 （ 現行どおり ） 第 ２ 条 （ 省   略 ） 

１・２ （ 現行どおり ） １・２ （ 省   略 ） 

３ 非上場認可 PTS （ 新   設 ） 

 非上場有価証券について金融商品取引

法（以下「金商法」という。）第 30条第

１項本文により、同法第２条第８項第 10

号に掲げる行為を業として行うに際し認

可を受けて運営する私設取引システム

（同法第２条第８項第 10号に掲げる行為

（同号ロ及びハに掲げる売買価格の決定

方法により行うものを除く。）による有価

証券の売買を行う市場をいう。以下同

じ。）をいう。 

 

４ 非上場認可 PTS銘柄 ３ 非上場 PTS銘柄 

非上場有価証券のうち、次に掲げる有

価証券に該当し、会員が自ら開設する非

上場認可 PTSにおける取引の対象とする

ものをいう。 

 

非上場有価証券のうち、次に掲げる有

価証券に該当し、会員が自ら開設する私

設取引システム（金融商品取引法（以下

「金商法」という。）第２条第８項第 10

号に掲げる行為（同号ロ及びハに掲げる

売買価格の決定方法により行うものを除

く。）による有価証券の売買を行う市場を

いう。以下同じ。）における取引の対象と

するものをいう。 

イ・ロ （ 現行どおり ） イ・ロ （ 省   略 ） 

５ 非上場認可 PTS銘柄取引 ４ 非上場 PTS銘柄取引 

私設取引システムにおいて行われる非

上場認可 PTS銘柄の売買をいう。 

私設取引システムにおいて行われる非

上場 PTS銘柄の売買をいう。 

６ 媒介等 ５ 媒介等 

媒介、取次ぎ又は代理をいう。 媒介、取次ぎ又は代理をいう。 

７ 非上場認可 PTS運営業務 ６ 非上場 PTS運営業務 

会員が自ら開設する非上場認可 PTSに

おいて非上場認可 PTS銘柄取引又はその

媒介等を行う業務をいう。 

会員が自ら開設する私設取引システム

において非上場 PTS銘柄取引又はその媒

介等を行う業務をいう。 

８ 非上場認可 PTS取引業務 ７ 非上場 PTS取引業務 

協会員が他の会員の開設する非上場認

可 PTSにおいて非上場認可 PTS銘柄取引

若しくはその媒介等を行う業務又は当該

媒介等の委託の取次ぎを行う業務をい

う。 

協会員が他の会員の開設する私設取引

システムにおいて非上場 PTS銘柄取引若

しくはその媒介等を行う業務又は当該媒

介等の委託の取次ぎを行う業務をいう。 
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改   正   案 現     行 

  

９ 非上場認可 PTS運営会員 ８ 非上場 PTS運営会員 

私設取引システム運営業務（金融商品

取引業等に関する内閣府令第１条第４項

第９号に規定する私設取引システム運営

業務をいう。）の認可を受けて、非上場認

可 PTS運営業務を行う会員をいう。 

私設取引システム運営業務（金融商品

取引業等に関する内閣府令第１条第４項

第９号に規定する私設取引システム運営

業務をいう。）の認可を受けて、非上場

PTS運営業務を行う会員をいう。 

10 非上場認可 PTS取引協会員 ９ 非上場 PTS取引協会員 

非上場認可 PTS取引業務を行う協会員を

いう。 

非上場 PTS取引業務を行う協会員をい

う。 

11 登録 PTS （ 新   設 ） 

金商法第 30条第１項ただし書により、

同法第２条第８項第 10号に掲げる行為を

業として行うに際し認可を受けずに運営

する私設取引システムをいう。 

 

12 登録 PTS銘柄 （ 新   設 ） 

非上場有価証券のうち、金商法第 30条

第１項各号に掲げる有価証券であって、

会員が自ら開設する登録 PTSにおける取

引の対象とするものをいう。 

 

13 公募登録 PTS銘柄 （ 新   設 ） 

登録 PTS銘柄のうち、金商法第４条第

７項各号に掲げる開示が行われている場

合に該当するものをいう。 

 

14 登録 PTS銘柄取引 （ 新   設 ） 

登録 PTSにおいて行われる登録 PTS銘

柄の売買をいう。 

 

15 登録 PTS運営業務 （ 新   設 ） 

会員が自ら開設する登録 PTSにおいて

登録 PTS銘柄取引又はその媒介等を行う

業務をいう。 

 

16 登録 PTS取引業務 （ 新   設 ） 

協会員が他の会員の開設する登録 PTS

において登録 PTS銘柄取引若しくはその

媒介等を行う業務又は当該媒介等の委託

の取次ぎを行う業務をいう。 

 

17 登録 PTS運営会員 （ 新   設 ） 

登録 PTS運営業務を行う会員をいう。  

18 登録 PTS取引協会員 （ 新   設 ） 

登録 PTS取引業務を行う協会員をい

う。 

 

19 取次型登録 PTS運営業務 （ 新   設 ） 

登録 PTS運営業務のうち、登録 PTS取

引協会員の顧客を対象として行うもの又

は登録 PTS取引協会員の顧客及び登録 PTS

運営会員の顧客を対象として行うものを

いう。 

 

20 自社顧客型登録 PTS運営業務 （ 新   設 ） 
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改   正   案 現     行 

  

登録 PTS運営業務のうち、登録 PTS運

営会員の顧客のみを対象として行うもの

をいう。 

 

21 発行体 10 発行体 

非上場認可 PTS銘柄又は登録 PTS銘柄

の発行者（金商法第２条第５項に規定す

る「発行者」をいう。）をいう。 

非上場 PTS銘柄の発行者（金商法第２

条第５項に規定する「発行者」をいう。）

をいう。 

  

（法令等の遵守） （法令等の遵守） 

第 ３ 条 協会員は、私設取引システムに

よる非上場有価証券の取引を行うに当た

っては、この規則によるほか、金商法そ

の他関係法令、諸規則を遵守しなければ

ならない。 

第 ３ 条 協会員は、非上場 PTS運営業務

又は非上場 PTS取引業務を行うに当たっ

ては、この規則によるほか、金商法その

他関係法令、諸規則を遵守しなければな

らない。 

  

（非上場認可 PTS運営会員における社内規

則の制定等） 

（社内規則の制定等） 

第 ４ 条 非上場認可 PTS運営会員は、非

上場認可 PTS運営業務を行うに当たり、

次の各号に掲げる事項を定めた社内規則

を作成しなければならない。 

第 ４ 条 非上場 PTS運営会員は、非上場

PTS運営業務を行うに当たり、次の各号

に掲げる事項を定めた社内規則を作成し

なければならない。 

１ 非上場認可 PTS銘柄の適正性の審査

に関する事項 

１ 非上場 PTS銘柄の適正性の審査に関

する事項 

２ 非上場認可 PTS銘柄の取扱廃止基準

に関する事項 

２ 非上場 PTS銘柄の取扱廃止基準に関

する事項 

３～６ （ 現行どおり ） ３～６ （ 省   略 ） 

７ 発行体への措置及び非上場認可 PTS

銘柄の売買停止措置等に関する事項 

７ 発行体への措置及び非上場 PTS銘柄

の売買停止措置等に関する事項 

８・９ （ 現行どおり ） ８・９ （ 省   略 ） 

10 非上場認可 PTS取引協会員に遵守さ

せるべき事項 

10 非上場 PTS取引協会員に遵守させる

べき事項 

２ 非上場認可 PTS取引協会員は、非上場

認可 PTS取引業務を行うに当たり、非上

場認可 PTS運営会員が前項第 10号に基づ

き社内規則で定める事項を遵守しなけれ

ばならない。 

２ 非上場 PTS取引協会員は、非上場 PTS

取引業務を行うに当たり、非上場 PTS運

営会員が前項第 10号に基づき社内規則で

定める事項を遵守しなければならない。 

  

（登録 PTS運営会員における社内規則の制

定等） 

 

第 ４ 条の２ 登録 PTS運営会員は、登録

PTS運営業務を行うに当たり、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる

事項を定めた社内規則を作成しなければ

ならない。 

（ 新   設 ） 

１ 取次型登録 PTS運営業務を行う登録

PTS運営会員 取次型登録 PTS運営業務

に係る以下の事項 
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改   正   案 現     行 

  

イ 登録 PTS銘柄の適正性の審査に関

する事項 

 

ロ 登録 PTS銘柄の取扱廃止基準に関

する事項 

 

ハ 発行体との契約に関する事項  

ニ 適時の情報提供に関する事項  

ホ 売買審査の実施に関する事項  

ヘ 価格情報の公表等に関する事項  

ト 発行体への措置及び登録 PTS銘柄

の売買停止措置等に関する事項 

 

チ 受渡決済に関する事項  

リ 上場有価証券及び非上場認可 PTS

銘柄との誤認防止措置に関する事項 

 

ヌ 登録 PTS取引協会員に遵守させる

べき事項 

 

２ 自社顧客型登録 PTS運営業務を行う

登録 PTS運営会員 自社顧客型登録 PTS

運営業務に係る以下の事項（ただし、

公募登録 PTS銘柄を取り扱う場合、

ハ、ニ及びトを除く。） 

 

イ 登録 PTS銘柄の適正性の審査に関

する事項 

 

ロ 登録 PTS銘柄の取扱廃止基準に関

する事項 

 

ハ 発行体との契約に関する事項  

ニ 適時の情報提供に関する事項  

ホ 売買審査の実施に関する事項  

ヘ 価格情報の提供等に関する事項  

ト 発行体への措置に関する事項  

チ 登録 PTS銘柄の売買停止措置等に

関する事項 

 

リ 受渡決済に関する事項  

ヌ 上場有価証券及び非上場認可 PTS

銘柄との誤認防止措置に関する事項 

 

２ 登録 PTS取引協会員は、登録 PTS取引

業務を行うに当たり、登録 PTS運営会員

が前項第１号ヌに基づき社内規則で定め

る事項を遵守しなければならない。 

（ 新   設 ） 

  

（業務内容の公表等） （業務内容の公表） 

第 ５ 条 非上場認可 PTS運営会員及び登

録 PTS運営会員は、自社が行う非上場認

可 PTS運営業務又は登録 PTS運営業務の

内容について自社のウェブサイトに掲載

する方法その他のインターネットを利用

した方法（投資者が常に容易に閲覧する

ことができる方法に限る。）により公表し

第 ５ 条 非上場 PTS運営会員は、自社が

行う非上場 PTS運営業務の内容について

自社のウェブサイトに掲載する方法その

他のインターネットを利用した方法（投

資者が常に容易に閲覧することができる

方法に限る。）により公表しなければなら

ない。 
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改   正   案 現     行 

  

なければならない。ただし、自社顧客型

登録 PTS運営業務を行う登録 PTS運営会

員が、自社が行う自社顧客型登録 PTS運

営業務の内容について、登録 PTS銘柄取

引を行う顧客に対して説明を行う場合は

この限りでない。 

  

（非上場認可 PTS銘柄の適正性審査） （非上場 PTS銘柄の適正性審査） 

第 ６ 条 非上場認可 PTS運営会員は、非

上場有価証券を新たに非上場認可 PTS銘柄

に追加する場合には、あらかじめ、当該非

上場有価証券の適正性について、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる事

項について審査を行わなければならない。 

第 ６ 条 非上場 PTS運営会員は、非上場

有価証券を新たに非上場 PTS銘柄に追加す

る場合には、あらかじめ、当該非上場有価

証券の適正性について、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に掲げる事項につい

て審査を行わなければならない。 

１ 企業金融型商品（非上場有価証券の

うち、企業内容等の開示に関する内閣

府令第１条第１号イからワに掲げるも

のに該当するものをいう。以下同じ。） 

１ 企業金融型商品（非上場有価証券の

うち、企業内容等の開示に関する内閣

府令第１条第１号イからワに掲げるも

のに該当するものをいう。） 

イ～ト （ 現行どおり ） イ～ト （ 省   略 ） 

チ その他投資者保護の観点から非上

場認可 PTS運営会員が必要と認める

事項 

チ その他投資者保護の観点から非上

場 PTS運営会員が必要と認める事項 

２ 資産金融型商品（非上場有価証券の

うち、特定有価証券の内容等の開示に

関する内閣府令第１条第１号、第２

号、第３号から第４号の４、第６号及

び第６号の２に掲げるものに該当する

ものをいう。以下同じ。） 

２ 資産金融型商品（非上場有価証券の

うち、特定有価証券の内容等の開示に

関する内閣府令第１条第１号、第２

号、第３号から第４号の４、第６号及

び第６号の２に掲げるものに該当する

ものをいう。） 

イ 発行体が金商法第 24条第１項の規

定により有価証券報告書を提出又は

同法第 27条の 32第１項の規定によ

り発行者情報を提供若しくは公表し

なければならない者であること  

イ 発行体が金商法第 24条第１項の規

定により有価証券報告書を提出又は

同法第 27条の 32の規定により発行

者情報を提供若しくは公表しなけれ

ばならない者であること 

ロ～チ （ 現行どおり ） ロ～チ （ 省   略 ） 

リ その他投資者保護の観点から非上

場認可 PTS運営会員が必要と認める

事項 

リ その他投資者保護の観点から非上

場 PTS運営会員が必要と認める事項 

  

（登録 PTS銘柄の適正性審査）    

第 ６ 条の２ 登録 PTS運営会員は、非上

場有価証券を新たに登録 PTS銘柄に追加

する場合には、あらかじめ、当該非上場

有価証券の適正性について、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる事

項について審査を行わなければならな

い。 

（ 新   設 ） 

１ 企業金融型商品  
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改   正   案 現     行 

  

イ 発行体の業務の実在性、事業継続

体制 

 

ロ 発行体におけるコーポレート・ガ

バナンス及び内部管理体制の状況 

 

ハ 発行体の財務状況  

ニ 発行体における有価証券報告書の

提出又は発行者情報の公表等を適正

に行うための態勢整備の状況（発行

体が第６条第１号イに該当する者で

ある場合に限る。） 

 

ホ 発行体における適時の情報提供を

適正に行うための態勢整備の状況

（自社顧客型登録 PTS運営業務を行う

登録 PTS運営会員が非上場有価証券を

公募登録 PTS銘柄に追加する場合を除

く。） 

 

ヘ 発行体が反社会的勢力との関係を

有しないこと 

 

ト 当該非上場有価証券（トークン化

有価証券に該当するものに限る。）の

権利移転等に関する事項 

 

チ その他投資者保護の観点から登録

PTS運営会員が必要と認める事項 

 

２ 資産金融型商品  

イ 資産の流動化のスキームの合理

性、適切性 

 

ロ 発行体及び運用会社等におけるコ

ーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の状況 

 

ハ 受益者等と発行体及び運用会社等

との間における利益相反状況 

 

ニ 発行体及び運用会社等の財務状況  

ホ 発行体及び運用会社等における有

価証券報告書の提出又は発行者情報

の公表等を適正に行うための態勢整

備の状況（発行体が第６条第２号イ

に該当する者である場合に限る。） 

 

ヘ 発行体及び運用会社等における適

時の情報提供を適正に行うための態

勢整備の状況（自社顧客型登録 PTS

運営業務を行う登録 PTS運営会員が

非上場有価証券を公募登録 PTS銘柄

に追加する場合を除く。） 

 

ト 発行体及び運用会社等が反社会的

勢力との関係を有しないこと 
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改   正   案 現     行 

  

チ 当該非上場有価証券（トークン化

有価証券に該当するものに限る。）の

権利移転等に関する事項 

 

リ その他投資者保護の観点から登録

PTS運営会員が必要と認める事項 

 

  

（発行体との契約締結） （発行体との契約締結） 

第 ７ 条 非上場認可 PTS運営会員は、非

上場有価証券を新たに非上場認可 PTS銘柄

に追加する場合には、あらかじめ、当該非

上場有価証券の発行体との間で次の各号に

掲げる事項について定めた契約を締結しな

ければならない。 

第 ７ 条 非上場 PTS運営会員は、非上場

有価証券を新たに非上場 PTS銘柄に追加す

る場合には、あらかじめ、当該非上場有価

証券の発行体との間で次の各号に掲げる事

項について定めた契約を締結しなければな

らない。 

１ 発行体による非上場認可 PTS運営会

員への適時の情報提供に関する事項 

１ 発行体による非上場 PTS運営会員へ

の適時の情報提供に関する事項 

２   （ 現行どおり ） ２   （ 省   略 ） 

３ 発行体による非上場認可 PTS運営会

員への適時の情報提供が実施されない

場合及び提供された情報の内容が不適

切な場合の措置に関する事項 

３ 発行体による非上場 PTS運営会員へ

の適時の情報提供が実施されない場合

及び提供された情報の内容が不適切な

場合の措置に関する事項 

４ 発行体による非上場認可 PTS運営会

員への適時の情報提供に必要な情報を

運用会社等が保有している場合、当該

運用会社等の協力を得る旨 

４ 発行体による非上場 PTS運営会員へ

の適時の情報提供に必要な情報を運用

会社等が保有している場合、当該運用

会社等の協力を得る旨 

５ 前各号に掲げる事項のほか、非上場

認可 PTS運営会員の定める規則を遵守

する旨 

５ 前各号に掲げる事項のほか、非上場

PTS運営会員の定める規則を遵守する旨 

２ 登録 PTS運営会員は、非上場有価証券

を新たに登録 PTS銘柄に追加する場合（自

社顧客型登録 PTS運営業務を行う登録 PTS

運営会員が非上場有価証券を公募登録 PTS

銘柄に追加する場合を除く。）には、あら

かじめ、当該非上場有価証券の発行体との

間で次の各号に掲げる事項について定めた

契約を締結しなければならない。 

（ 新   設 ） 

１ 発行体による登録 PTS運営会員への

適時の情報提供に関する事項 

 

２ 発行体又は運用会社等のウェブサイ

ト等における適時の情報提供の情報内

容の公表等に関する事項 

 

３ 発行体による登録 PTS運営会員への

適時の情報提供が実施されない場合及

び提供された情報の内容が不適切な場

合の措置に関する事項 

 

４ 発行体による登録 PTS運営会員への

適時の情報提供に必要な情報を運用会
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改   正   案 現     行 

  

社等が保有している場合、当該運用会

社等の協力を得る旨 

５ 前各号に掲げる事項のほか、登録 PTS

運営会員の定める規則を遵守する旨 

 

  

（非上場認可 PTS銘柄の発行体による適時

の情報提供） 

（発行体による適時の情報提供） 

第 ８ 条 非上場認可 PTS運営会員は、前

条第１項の契約において、同項第１号によ

り定める発行体による非上場認可 PTS運営

会員への適時の情報提供に関し、次の各号

に掲げる事項を規定しなければならない。 

第 ８ 条 非上場 PTS運営会員は、前条の

契約において、同条第１号により定める発

行体による非上場 PTS運営会員への適時の

情報提供に関し、次の各号に掲げる事項を

規定しなければならない。 

１ 発行体から非上場認可 PTS運営会員

に適時の情報提供が必要な場合とし

て、次に掲げる事項 

１ 発行体から非上場 PTS運営会員に適

時の情報提供が必要な場合として、次

に掲げる事項 

イ 第２条第４号イに掲げる有価証券

について、金商法第 24条の５第４項

に基づき臨時報告書を提出しなけれ

ばならない場合  

イ 第２条第３号イに掲げる有価証券

について、金商法第 24条の５第４項

に基づき臨時報告書を提出しなけれ

ばならない場合 

ロ 第２条第４号ロに掲げる有価証券

について、公表した特定証券情報

（特定投資家投資勧誘等規則第２条

第７号に規定する特定証券情報（特

定投資家投資勧誘等規則第６条第３

項各号に掲げる各様式の第一部に係

るものを除く。）をいう。以下同

じ。）又は発行者情報（以下本条及び

次条において「特定証券情報等」と

いう。）について、金商法第 27条の

31第４項又は第 27条の 32第３項に

該当した場合 

ロ 第２条第３号ロに掲げる有価証券

について、公表した特定証券情報

（特定投資家投資勧誘等規則第２条

第７号に規定する特定証券情報（特

定投資家投資勧誘等規則第６条第３

項各号に掲げる各様式の第一部に係

るものを除く。）をいう。以下同

じ。）又は発行者情報（以下本条にお

いて「特定証券情報等」という。）に

ついて、金商法第 27条の 31第４項

又は第 27条の 32第３項に該当した

場合 

ハ   （ 現行どおり ） ハ   （ 省   略 ） 

ニ イからハに掲げる場合の他、非上

場認可 PTS運営会員が必要と認める

場合 

ニ イからハに掲げる場合の他、非上

場 PTS運営会員が必要と認める場合 

２ 発行体から非上場認可 PTS運営会員

に適時の情報提供をすべき事項とし

て、次に掲げる事項 

２ 発行体から非上場 PTS運営会員に適

時の情報提供をすべき事項として、次

に掲げる事項 

イ～ハ （ 現行どおり ） イ～ハ （ 省   略 ） 

ニ 前号ニに該当する場合、非上場認

可 PTS運営会員が必要と認める事項 

ニ 前号ニに該当する場合、非上場 PTS

運営会員が必要と認める事項 

３ 発行体の非上場認可 PTS運営会員に

対する情報提供の期限 

３ 発行体の非上場 PTS運営会員に対す

る情報提供の期限 

２ 非上場認可 PTS運営会員は、発行体か

ら適時の情報提供を受けた場合、当該情

報内容を速やかに自社のウェブサイトに

掲載する方法その他のインターネットを

２ 非上場 PTS運営会員は、発行体から適

時の情報提供を受けた場合、当該情報内

容を速やかに自社のウェブサイトに掲載

する方法その他のインターネットを利用
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改   正   案 現     行 

  

利用した方法（投資者が常に容易に閲覧

することができる方法に限る。）により公

衆の縦覧に供しなければならない。 

した方法（投資者が常に容易に閲覧する

ことができる方法に限る。）により公衆の

縦覧に供しなければならない。 

３ 非上場認可 PTS運営会員は、前項に基

づき公衆の縦覧に供した情報の内容の適

正性の確保に努めるものとする。 

３ 非上場 PTS運営会員は、前項に基づき

公衆の縦覧に供した情報の内容の適正性

の確保に努めるものとする。 

  

（登録 PTS銘柄の発行体による適時の情報

提供） 

 

第 ８ 条の２ 取次型登録 PTS運営業務を

行う登録 PTS運営会員は、第７条第２項

の契約において、同項第１号により定め

る発行体による登録 PTS運営会員への適

時の情報提供に関し、次の各号に掲げる

事項を規定しなければならない。 

（ 新   設 ） 

１ 発行体から登録 PTS運営会員に適時

の情報提供が必要な場合として、次に

掲げる事項 

 

イ 登録 PTS銘柄について、金商法第

24条の５第４項に基づき臨時報告書

を提出しなければならない場合 

 

ロ 登録 PTS銘柄について、公表した

特定証券情報等について、金商法第

27条の 31第４項又は第 27条の 32第

３項に該当した場合 

 

ハ 投資者の投資判断に重要な影響を

及ぼす事実の決定・発生があった場

合（イ又はロに掲げる場合を除く。） 

 

ニ イからハに掲げる場合の他、登録

PTS運営会員が必要と認める場合 

 

２ 発行体から登録 PTS運営会員に適時

の情報提供をすべき事項として、次に

掲げる事項 

 

イ 前号イに該当する場合、提出する

臨時報告書の記載事項 

 

ロ 前号ロに該当する場合、訂正する

情報の内容 

 

ハ 前号ハに該当する場合、当該投資

者の投資判断に重要な影響を及ぼす

事実の内容 

 

ニ 前号ニに該当する場合、登録 PTS

運営会員が必要と認める事項 

 

３ 発行体の登録 PTS運営会員に対する

情報提供の期限 

 

２ 自社顧客型登録 PTS運営業務を行う登

録 PTS運営会員は、第７条第２項の契約

において、同項第１号により定める発行

（ 新   設 ） 
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改   正   案 現     行 

  

体による登録 PTS運営会員への適時の情

報提供に関し、次の各号に掲げる事項を

規定しなければならない。 

１ 発行体から登録 PTS運営会員に適時

の情報提供が必要な場合として、次に

掲げる事項 

 

イ 登録 PTS銘柄について、公表等を

行った特定証券情報等について、金

商法第 27条の 31第４項又は第 27条

の 32第３項に該当した場合 

 

ロ 会社法に基づく計算書類又は事業

報告を作成した場合 

 

ハ 継続企業の前提に重大な疑義が生

じた場合 

 

ニ イからハに掲げる場合の他、登録

PTS運営会員が必要と認める場合 

 

２ 発行体から登録 PTS運営会員に適時

の情報提供をすべき事項として、次に

掲げる事項 

 

イ 前号イに該当する場合、訂正する

情報の内容 

 

ロ 前号ロに該当する場合、作成した

計算書類又は事業報告の内容 

 

ハ 前号ハに該当する場合、重大な疑

義の内容 

 

ニ 前号ニに該当する場合、登録 PTS

運営会員が必要と認める事項 

 

３ 発行体の登録 PTS運営会員に対する

情報提供の期限 

 

３ 登録 PTS運営会員は、発行体から適時

の情報提供を受けた場合、当該情報内容

を速やかに自社のウェブサイトに掲載す

る方法その他のインターネットを利用し

た方法（投資者が常に容易に閲覧するこ

とができる方法に限る。）により公衆の縦

覧に供しなければならない。ただし、自

社顧客型登録 PTS運営業務を行う登録

PTS運営会員が顧客に当該情報を提供し

た場合は、公衆の縦覧に供することを要

しない。 

（ 新   設 ） 

４ 登録 PTS運営会員は、前項に基づき公

衆の縦覧に供した情報又は顧客に提供し

た情報の内容の適正性の確保に努めるも

のとする。 

（ 新   設 ） 

  

（非上場認可 PTS銘柄の価格情報の公表

等） 

（価格情報の公表等） 
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改   正   案 現     行 

  

第 ９ 条 非上場認可 PTS運営会員は、非

上場認可 PTS銘柄の約定価格、最終気配

（非上場認可 PTS運営会員の売買価格の

決定方法により最終気配が形成されない

場合を除く。以下同じ。）及び出来高を自

社のウェブサイトに掲載する方法その他

のインターネットを利用した方法（投資

者が常に容易に閲覧することができる方

法に限る。）により、毎営業日、公表しな

ければならない。 

第 ９ 条 非上場 PTS運営会員は、非上場

PTS銘柄の約定価格、最終気配（非上場

PTS運営会員の売買価格の決定方法によ

り最終気配が形成されない場合を除く。

以下同じ。）及び出来高を自社のウェブサ

イトに掲載する方法その他のインターネ

ットを利用した方法（投資者が常に容易

に閲覧することができる方法に限る。）に

より、毎営業日、公表しなければならな

い。 

２ 非上場認可 PTS運営会員は、非上場認

可 PTS取引協会員より非上場認可 PTS銘

柄の約定価格等（約定価格又は気配情報

（最良気配及び数量をいう。）をいう。以

下同じ。）の提供を求められた場合には、

速やかに直近の約定価格等を提示できる

態勢を整備しなければならない。 

２ 非上場 PTS運営会員は、非上場 PTS取

引協会員より非上場 PTS銘柄の約定価格

等（約定価格又は気配情報（最良気配及

び数量をいう。）をいう。以下同じ。）の

提供を求められた場合には、速やかに直

近の約定価格等を提示できる態勢を整備

しなければならない。 

３ 非上場認可 PTS取引協会員は、顧客よ

り非上場認可 PTS銘柄（当該非上場認可

PTS取引協会員が行う非上場認可 PTS取

引業務により取引されるものに限る。第

10条及び第 13条第２項において同じ。）

の約定価格等の提供を求められた場合に

は、速やかに直近の約定価格等を提示で

きる態勢を整備しなければならない。 

３ 非上場 PTS取引協会員は、顧客より非

上場 PTS銘柄（当該非上場 PTS取引協会

員が行う非上場 PTS取引業務により取引

されるものに限る。次条及び第 13条第２

項において同じ。）の約定価格等の提供を

求められた場合には、速やかに直近の約

定価格等を提示できる態勢を整備しなけ

ればならない。 

  

（登録 PTS銘柄の価格情報の公表等）  

第 ９ 条の２ 取次型登録 PTS運営業務を

行う登録 PTS運営会員は、登録 PTS銘柄

の約定価格、最終気配及び出来高を自社

のウェブサイトに掲載する方法その他の

インターネットを利用した方法（投資者

が常に容易に閲覧することができる方法

に限る。）により、毎営業日、公表しなけ

ればならない。 

（ 新   設 ） 

２ 取次型登録 PTS運営業務を行う登録

PTS運営会員は、登録 PTS取引協会員よ

り登録 PTS銘柄の約定価格等の提供を求

められた場合には、速やかに直近の約定

価格等を提示できる態勢を整備しなけれ

ばならない。 

（ 新   設 ） 

３ 自社顧客型登録 PTS運営業務を行う登

録 PTS運営会員及び登録 PTS取引協会員

は、顧客より登録 PTS銘柄（当該自社顧

客型登録 PTS運営業務を行う登録 PTS運

営会員が行う登録 PTS運営業務又は当該

登録 PTS取引協会員が行う登録 PTS取引

（ 新   設 ） 
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改   正   案 現     行 

  

業務により取引されるものに限る。次条

及び第 13条第３項及び第４項において同

じ。）の約定価格等の提供を求められた場

合には、速やかに直近の約定価格等を提

示できる態勢を整備しなければならな

い。 

  

（不公正取引等の防止） （不公正取引の防止） 

第 10 条 非上場認可 PTS取引協会員及び

登録 PTS取引協会員は、非上場認可 PTS取

引業務又は登録 PTS取引業務を行うに当た

り、次の各号に掲げる取引を防止する態勢

を整備しなければならない。 

第 10 条 非上場 PTS取引協会員は、非上

場 PTS取引業務を行うに当たり、次の各号

に掲げる取引を防止する態勢を整備しなけ

ればならない。 

（ 削   る ） １ 非上場 PTS銘柄の取引状況に比し、

過当とみられる取引 

１ 仮装売買、馴合い売買等の不正な手

段を用いて行われる取引 

２ 仮装売買、馴合い売買等の不正な手

段を用いて行われる取引 

２ 非上場認可 PTS銘柄又は登録 PTS銘

柄について他人に誤解を生じさせ、人

為的に活況を仮装し又は相場に不当な

影響を与え若しくは実勢を反映しない

作為的相場を形成する等の目的をもっ

て、順次に気配若しくは売買価格を高

くして買付けを行う又は順次に気配若

しくは売買価格を低くして売付けを行

う等の取引 

３ 非上場 PTS銘柄について他人に誤解

を生じさせ、人為的に活況を仮装し又

は相場に不当な影響を与え若しくは実

勢を反映しない作為的相場を形成する

等の目的をもって、順次に気配若しく

は売買価格を高くして買付けを行う又

は順次に気配若しくは売買価格を低く

して売付けを行う等の取引 

３ 他の投資者に相場が自然に形成され

たと誤解させて売買取引に誘い込むこ

とを目的として、約定させる意思のな

い買付け又は売付けを行う等の取引 

４ 他の投資者に相場が自然に形成され

たと誤解させて売買取引に誘い込むこ

とを目的として、約定させる意思のな

い買付け又は売付けを行う等の取引 

  

２ 前項各号に掲げる不公正取引のほか、

非上場認可 PTS取引協会員及び登録 PTS

取引協会員は、非上場認可 PTS銘柄又は

登録 PTS銘柄の取引状況に比し、過当と

みられる取引を防止する態勢を整備しな

ければならない。 

（ 新   設 ） 

  

（売買審査の実施） （売買審査の実施） 

第 11 条 非上場認可 PTS運営会員及び登

録 PTS運営会員は、非上場認可 PTS銘柄

又は登録 PTS銘柄の取引について、第４

条第１項第５号又は第４条の２第１項第

１号ホ若しくは同項第２号ホにより定め

た社内規則に基づき適切に売買審査を行

わなければならない。 

第 11 条 非上場 PTS運営会員は、非上場

PTS銘柄の取引について、第４条第１項

第５号により定めた社内規則に基づき適

切に売買審査を行わなければならない。 
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改   正   案 現     行 

  

２ 非上場認可 PTS運営会員又は取次型登

録 PTS運営業務を行う登録 PTS運営会員

は、前項に定める売買審査を行った結

果、不公正取引等（前条第１項各号及び

第２項に掲げる取引のほか、当該非上場

認可 PTS運営会員又は登録 PTS運営会員

が不公正取引等と認める取引をいう。以

下同じ。）に該当する又は不公正取引等に

つながるおそれがあると認識した場合に

は、当該取引の媒介等を行った非上場認

可 PTS取引協会員又は登録 PTS取引協会

員に対し注意喚起を行い、その後も改善

が見られない場合には、当該非上場認可

PTS取引協会員又は登録 PTS取引協会員

との間で行う非上場認可 PTS運営業務又

は登録 PTS運営業務の停止その他の適切

な措置を講じなければならない。 

２ 非上場 PTS運営会員は、前項に定める

売買審査を行った結果、不公正取引（前

条各号に掲げる取引のほか、当該非上場

PTS運営会員が不公正取引と認める取引

をいう。）に該当する又は不公正取引につ

ながるおそれがあると認識した場合に

は、当該取引の媒介等を行った非上場

PTS取引協会員に対し注意喚起を行い、

その後も改善が見られない場合には、当

該非上場 PTS取引協会員との間で行う非

上場 PTS運営業務の停止その他の適切な

措置を講じなければならない。 

３ 自社顧客型登録 PTS運営業務を行う登

録 PTS 運営会員は、第１項に定める売買

審査を行った結果、不公正取引等に該当

する又は不公正取引等につながるおそれ

があると認識した場合には、第４条の２

第１項第２号ホにより定めた社内規則に

基づき適切な措置を講じなければならな

い。 

（ 新   設 ） 

  

（売買停止措置） （売買停止措置） 

第 12 条 非上場認可 PTS運営会員及び登

録 PTS運営会員は、第４条第１項第７号

又は第４条の２第１項第１号ト若しくは

同項第２号チにより定めた社内規則に基

づき適切に売買停止措置を講じなければ

ならない。 

第 12 条 非上場 PTS運営会員は、第４条

第１項第７号により定めた社内規則に基

づき適切に売買停止措置を講じなければ

ならない。 

  

（上場有価証券等との誤認防止措置） （上場有価証券との誤認防止措置） 

第 13 条 非上場認可 PTS運営会員は、非

上場認可 PTS銘柄が上場有価証券ではな

いことについて自社のウェブサイト上で

明示しなければならない。 

第 13 条 非上場 PTS運営会員は、非上場

PTS銘柄が上場有価証券ではないことに

ついて自社のウェブサイト上で明示しな

ければならない。 

２ 非上場認可 PTS取引協会員は、非上場

認可 PTS銘柄が上場有価証券ではないこ

とについて、顧客に説明を行わなければ

ならない。 

２ 非上場 PTS取引協会員は、非上場 PTS

銘柄が上場有価証券ではないことについ

て、顧客に説明を行わなければならな

い。 

３ 登録 PTS運営会員は、登録 PTS銘柄が

上場有価証券及び非上場認可 PTS銘柄で

はないことについて自社のウェブサイト

上で明示しなければならない。ただし、

（ 新   設 ） 
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改   正   案 現     行 

  

自社顧客型登録 PTS運営業務を行う登録

PTS運営会員が顧客に対して説明を行う

場合はこの限りでない。 

４ 登録 PTS取引協会員は、登録 PTS銘柄

が上場有価証券及び非上場認可 PTS銘柄

ではないことについて、顧客に説明を行

わなければならない。 

（ 新   設 ） 

  

（取引公正性の確保）  

第 14 条 非上場認可 PTS運営会員及び登

録 PTS運営会員は、顧客との間で非上場

認可 PTS銘柄又は登録 PTS銘柄の売買を

行うに当たっては、合理的な方法で算出

された時価を基準として適正な価格によ

り取引を行い、その取引の公正性を確保

しなければならない。 

（ 新   設 ） 

  

（特定投資家向け有価証券に係る特則等） （特定投資家向け有価証券に係る特則等） 

第 15 条 非上場認可 PTS取引協会員又は

登録 PTS取引協会員は、特定投資家（金

商法第２条第 31項に規定する特定投資家

（同法第 34条の２第５項の規定により特

定投資家以外の顧客とみなされる者を除

き、同法第 34条の３第４項（同法第 34

条の４第６項において準用する場合を含

む。）の規定により特定投資家とみなされ

る者を含む。）以外の者である顧客から、

私設取引システムにおける特定投資家向

け有価証券の買付けの受託を行ってはな

らない。 

第 14 条 非上場 PTS取引協会員は、特定

投資家（金商法第２条第 31項に規定する

特定投資家（同法第 34条の２第５項の規

定により特定投資家以外の顧客とみなさ

れる者を除き、同法第 34条の３第４項

（同法第 34条の４第６項において準用す

る場合を含む。）の規定により特定投資家

とみなされる者を含む。）以外の者である

顧客から、私設取引システムにおける特

定投資家向け有価証券の買付けの受託を

行ってはならない。 

２ 第６条及び第６条の２の規定にかかわ

らず、非上場認可 PTS運営会員又は登録

PTS運営会員は、特定投資家向け有価証

券である投資信託等（特定投資家投資勧

誘等規則第２条第４号に規定する投資信

託等をいう。以下同じ。）を新たに非上場

認可 PTS銘柄又は登録 PTS銘柄に追加す

る場合には、あらかじめ、当該投資信託

等の適正性について、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に掲げる事項につ

いて審査を行わなければならない。 

２ 第６条の規定にかかわらず、非上場

PTS運営会員は、特定投資家向け有価証

券である投資信託等（特定投資家投資勧

誘等規則第２条第４号に規定する投資信

託等をいう。）を新たに非上場 PTS銘柄に

追加する場合には、あらかじめ、当該投

資信託等の適正性について、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる事

項について審査を行わなければならな

い。 

１   （ 現行どおり ） １   （ 省   略 ） 

イ 発行体における有価証券報告書の

提出又は発行者情報の公表等を適正

に行うための態勢整備の状況（発行

体が第６条第１号イに該当する者で

ある場合に限る。） 

イ 発行体における有価証券報告書の

提出又は発行者情報の公表及び適時

の情報提供を適正に行うための態勢

整備の状況 
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改   正   案 現     行 

  

ロ 発行体における適時の情報提供を

適正に行うための態勢整備の状況 

（ 新   設 ） 

ハ 当該投資信託受益証券（トークン

化有価証券に該当するものに限る。）

の権利移転等に関する事項 

ロ 当該投資信託受益証券（トークン

化有価証券に該当するものに限る。）

の権利移転等に関する事項 

ニ その他投資者保護の観点から非上

場認可 PTS運営会員又は登録 PTS運

営会員が必要と認める事項 

ハ その他投資者保護の観点から非上

場 PTS運営会員が必要と認める事項 

２   （ 現行どおり ） ２   （ 省   略 ） 

イ～ロ（ 現行どおり ） 

ハ 発行体及び運用会社等における有

価証券報告書の提出又は発行者情報

の公表等を適正に行うための態勢整

備の状況（発行体が第６条第２号イ

に該当する者である場合に限る。） 

イ～ロ（ 省   略 ） 

ハ 発行体及び運用会社等における有

価証券報告書の提出又は発行者情報

の公表及び適時の情報提供を適正に

行うための態勢整備の状況 

ニ 発行体及び運用会社等における適

時の情報提供を適正に行うための態

勢整備の状況 

（ 新   設 ） 

ホ 発行体及び運用会社等が反社会的

勢力との関係を有しないこと 

ニ 発行体及び運用会社等が反社会的

勢力との関係を有しないこと 

ヘ 当該投資証券等（トークン化有価

証券に該当するものに限る。）の権利

移転等に関する事項 

ホ 当該投資証券等（トークン化有価

証券に該当するものに限る。）の権利

移転等に関する事項 

ト その他投資者保護の観点から非上

場認可 PTS運営会員又は登録 PTS運

営会員が必要と認める事項 

へ その他投資者保護の観点から非上

場 PTS運営会員が必要と認める事項 

３ 非上場認可 PTS運営会員又は登録 PTS

運営会員（取次型登録 PTS運営業務を行

う場合に限る。）は、特定投資家向け有価

証券を新たに非上場認可 PTS銘柄又は登

録 PTS銘柄に追加する場合には、あらか

じめ、当該特定投資家向け有価証券の発

行体との間で、次の各号に掲げる事項に

ついて定めた契約を締結しなければなら

ない。 

３ 非上場 PTS運営会員は、特定投資家向

け有価証券を新たに非上場 PTS銘柄に追

加する場合には、あらかじめ、当該特定

投資家向け有価証券の発行体との間で、

次の各号に掲げる事項について定めた契

約を締結しなければならない。 

１ 当該非上場認可 PTS運営会員又は登

録 PTS運営会員が当該特定投資家向け

有価証券を非上場認可 PTS銘柄又は登

録 PTS銘柄に追加するまでに、発行者

情報（発行者情報が作成されていない

場合には、特定証券情報）を特定投資

家投資勧誘等規則第７条第２項第２号

（特定証券情報にあっては同規則第６

条第２項第２号）の方法（取扱協会員

のウェブサイトにおいて公表する方法

を除く。）により公表する旨 

１ 当該非上場 PTS運営会員が当該特定

投資家向け有価証券を非上場 PTS銘柄

に追加するまでに、発行者情報（発行

者情報が作成されていない場合には、

特定証券情報）を特定投資家投資勧誘

等規則第７条第２項第２号（特定証券

情報にあっては同規則第６条第２項第

２号）の方法（取扱協会員のウェブサ

イトにおいて公表する方法を除く。）に

より公表する旨 
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改   正   案 現     行 

  

２ 当該特定投資家向け有価証券が非上

場認可 PTS銘柄又は登録 PTS銘柄とな

っている間、発行者情報を特定投資家

投資勧誘等規則第７条第２項第２号の

方法（取扱協会員のウェブサイトにお

いて公表する方法を除く。）により公表

する旨 

２ 当該特定投資家向け有価証券が非上

場 PTS銘柄となっている間、発行者情

報を特定投資家投資勧誘等規則第７条

第２項第２号の方法（取扱協会員のウ

ェブサイトにおいて公表する方法を除

く。）により公表する旨 

  

（非上場認可 PTS運営会員及び登録 PTS運

営会員に対する準用） 

（非上場 PTS運営会員に対する準用） 

第 16 条 第９条第３項、第９条の２第３

項、第 10条及び前条第１項の規定は、非

上場認可 PTS運営業務又は登録 PTS運営

業務のうち、非上場認可 PTS取引協会員

又は登録 PTS取引協会員による媒介等が

行われない取引を行う非上場認可 PTS運

営会員又は登録 PTS運営会員について準

用する。この場合において、これらの規

定中「非上場認可 PTS取引協会員」又は

「登録 PTS取引協会員」とあるのは「非

上場認可 PTS運営会員」又は「登録 PTS

運営会員」と、「非上場認可 PTS取引業

務」又は「登録 PTS取引業務」とあるの

は「非上場認可 PTS運営業務」又は「登

録 PTS運営業務」と、それぞれ読み替え

るものとする。 

第 15 条 第９条第３項、第 10条及び前条

第１項の規定は、非上場 PTS運営業務の

うち、非上場 PTS取引協会員による媒介

等が行われない取引を行う非上場 PTS運

営会員について準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「非上場 PTS取引

協会員」とあるのは「非上場 PTS運営会

員」と、「非上場 PTS取引業務」とあるの

は「非上場 PTS運営業務」と、それぞれ

読み替えるものとする。 

  

付     則  

  

この改正は、令和６年５月 22日公布「金

融商品取引法及び投資信託及び投資法人に

関する法律の一部を改正する法律」の附則

第１条第２号「公布の日から起算して六月

を超えない範囲内において政令で定める

日」から施行する。 
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「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の 

一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ４ 章  投資勧誘及び取引の方法 第 ４ 章  投資勧誘及び取引の方法 

  

（投資勧誘の要件） 

第 ８ 条 取扱協会員は、次の各号に掲げ

る場合に応じ、それぞれ当該各号に定め

る要件を満たすことを確認したときに限

り、顧客に対して当該店頭有価証券等の

投資勧誘を行うことができる。 

（投資勧誘の要件） 

第 ８ 条 取扱協会員は、次の各号に掲げ

る場合に応じ、それぞれ当該各号に定め

る要件をみたすことを確認したときに限

り、顧客に対して当該店頭有価証券等の

投資勧誘を行うことができる。 

１・２  （ 現行どおり ） １・２  （ 省   略 ） 

３ 投資勧誘が金商法施行令第１条の７

の３第３号に規定する有価証券（同号

ロに掲げるものに限る。）の売買に係る

ものである場合 

投資勧誘の相手方である顧客に対し

て、原則として特定投資家以外の者に

当該店頭有価証券等の譲渡を行うこと

ができない旨について告知すること

（顧客に対して売付けに係る勧誘を行

う場合を除く。）。 

３ 投資勧誘が金商法施行令第１条の７

の３第３号に規定する有価証券（同号

ハに掲げるものに限る。）の売買に係る

ものである場合 

投資勧誘の相手方である顧客に対し

て、原則として特定投資家以外の者に

当該店頭有価証券等の譲渡を行うこと

ができない旨について告知すること

（顧客に対して売付けに係る勧誘を行

う場合を除く。）。 

  

（個別銘柄に係る説明書の交付等） 

第 11 条 取扱協会員は、第８条に基づい

て顧客の買付けに係る投資勧誘を行う際

には、当該投資勧誘の相手方となる顧客

に対して、次の各号に掲げる事項を記載

した書面による説明書を交付するととも

に、これらについて十分に説明しなけれ

ばならない。 

（個別銘柄に係る説明書の交付等） 

第 11 条  （ 同   左 ） 

１～６  （ 現行どおり ） １～６  （ 省   略 ） 

２ 前項の規定は、取扱協会員が第８条第

３号に基づく投資勧誘を行う場合であっ

て、前項各号に掲げる事項が掲載されて

いる非上場認可 PTS 運営会員（「私設取引

システムにおける非上場有価証券の取引

等に関する規則」第２条第９号に規定す

る非上場認可 PTS 運営会員をいい、当該

有価証券の売買を行う私設取引システム

を開設する者に限る。）、登録 PTS 運営会

員（「私設取引システムにおける非上場有

価証券の取引等に関する規則」第２条第

17 号に規定する登録 PTS 運営会員をい

２ 前項の規定は、取扱協会員が第８条第

３号に基づく投資勧誘を行う場合であっ

て、前項各号に掲げる事項が掲載されて

いる非上場 PTS 運営会員（「私設取引シス

テムにおける非上場有価証券の取引等に

関する規則」第２条第８号に規定する非

上場 PTS 運営会員をいい、当該有価証券

の売買を行う私設取引システムを開設す

る者に限る。）又は当該取扱協会員のウェ

ブサイトを閲覧するために必要な情報を

当該投資勧誘の相手方となる顧客に提供

した場合には、適用しない。 
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改  正  案 現     行 

  

い、当該有価証券の売買を行う私設取引

システムを開設する者に限る。）又は当該

取扱協会員のウェブサイトを閲覧するた

めに必要な情報を当該投資勧誘の相手方

となる顧客に提供した場合には、適用し

ない。 

  

第 ６ 章  雑    則 第 ６ 章  雑    則 

  

（PTS取引に係る適用除外等） 

第 18 条 第８条第３号に基づく投資勧誘

を行う場合には、第３条から第７条及び

第 12 条の規定は適用しない。ただし、当

該投資勧誘が「私設取引システムにおけ

る非上場有価証券の取引等に関する規

則」第２条第 20 号に規定する自社顧客型

登録 PTS 運営業務に関するものである場

合の第７条の規定については、この限り

ではない。 

（PTS取引に係る適用除外等） 

第 18 条 第８条第３号に基づく投資勧誘

を行う場合には、第３条から第７条及び

第 12条の規定は適用しない。 

  

２ 第８条第３号に基づく投資勧誘のみを

行う協会員については、第７条から第 11

条及び第 15 条から第 17 条の規定中「取

扱協会員」とあるのは「協会員」と読み

替えて適用し、第 13 条及び第 14 条の規

定は適用しない。 

２ 第８条第３号に基づく投資勧誘のみを

行う協会員については、第８条から第 11

条及び第 15 条から第 17 条の規定中「取

扱協会員」とあるのは「協会員」と読み

替えて適用し、第 13 条及び第 14 条の規

定は適用しない。 

  

付   則  

  

この改正は、令和６年５月 22 日公布「金

融商品取引法及び投資信託及び投資法人に

関する法律の一部を改正する法律」の附則

第１条第２号「公布の日から起算して六月

を超えない範囲内において政令で定める

日」から施行する。 
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「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ３ 章  店頭有価証券の売買等 第 ３ 章  店頭有価証券の売買等 

  

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

第 13 条 協会員は、「私設取引システムに

おける非上場有価証券の取引等に関する

規則」第２条第５号に規定する非上場認

可 PTS 銘柄取引又は同条第 14 号に規定す

る登録 PTS 銘柄取引の場合を除き、店頭

有価証券については成行注文を受けては

ならない。 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

第 13 条 協会員は、「私設取引システムに

おける非上場有価証券の取引等に関する

規則」第２条第４号に規定する非上場

PTS 銘柄取引の場合を除き、店頭有価証

券については成行注文を受けてはならな

い。 

２・３  （ 現行どおり ） ２・３  （ 省   略 ） 

  

（会員間の売買の制限） 

第 14 条 会員は、第３条の２、第４条、

第４条の２、第６条、第７条及び「店頭

有価証券等の特定投資家に対する投資勧

誘等に関する規則」の規定により投資勧

誘を行うもの並びに「私設取引システム

における非上場有価証券の取引等に関す

る規則」第２条第５号に規定する非上場

認可 PTS 銘柄取引又は同条第 14 号に規定

する登録 PTS 銘柄取引の場合を除き、店

頭有価証券については、会員間の流通を

目的とする店頭取引を行ってはならな

い。 

（会員間の売買の制限） 

第 14 条 会員は、第３条の２、第４条、

第４条の２、第６条、第７条及び「店頭

有価証券等の特定投資家に対する投資勧

誘等に関する規則」の規定により投資勧

誘を行うもの並びに「私設取引システム

における非上場有価証券の取引等に関す

る規則」第２条第４号に規定する非上場

PTS 銘柄取引の場合を除き、店頭有価証

券については、会員間の流通を目的とす

る店頭取引を行ってはならない。 

  

付   則  

  

この改正は、令和６年５月 22 日公布「金

融商品取引法及び投資信託及び投資法人に

関する法律の一部を改正する法律」の附則

第１条第２号「公布の日から起算して六月

を超えない範囲内において政令で定める

日」から施行する。 
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「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ６ 章  店頭取引 第 ６ 章  店頭取引 

  

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

第 24 条 会員は、「私設取引システムにお

ける非上場有価証券の取引等に関する規

則」第２条第 14 号に規定する登録 PTS 銘

柄取引の場合を除き、株主コミュニティ

銘柄については成行注文を受けてはなら

ない。 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店

頭有価証券の店頭取引の禁止） 

第 24 条 会員は、株主コミュニティ銘柄

については成行注文を受けてはならな

い。 

２・３  （ 現行どおり ） ２・３  （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和６年５月 22 日公布「金

融商品取引法及び投資信託及び投資法人に

関する法律の一部を改正する法律」の附則

第１条第２号「公布の日から起算して六月

を超えない範囲内において政令で定める

日」から施行する。 
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「私設取引システムにおける非上場有価証券の
取引等に関する規則」等の一部改正(案)に関する

パブリックコメントの募集について

2024年９月17日

日本証券業協会



• 「金融審議会『市場制度ワーキング・グループ』・『資産運用に関するタスクフォース』報告書」において、
非上場有価証券のみを扱う PTS 業務の参入要件の緩和の必要性が提言。（2023年12月）

• 2024年５月22日に公布された改正金商法※において、流動性の低い非上場有価証券のみを取り
扱い、かつ、取引規模が限定的であるPTS運営業務については、その業務を行うに当たっての認可を
要さないこととし、第一種金融商品取引業の登録により行える登録PTS制度が創設。

①日証協・日本STO協会「非上場有価証券等のPTS取引に関する検討会」
② 日証協「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワーキング・グループ」

①認可PTS運営業務を行う場合に遵守すべき事項を定めた「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に
関する規則」について、登録PTS制度に対応した見直しを検討

②非上場株式等に関する各規則における登録PTS銘柄取引の適用について検討

➢ 私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則

➢ 店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則

➢ 店頭有価証券に関する規則

➢ 株主コミュニティに関する規則

以下の規則の一部改正を実施予定

１．検討の経緯について

※登録PTS制度に関する施行は公布から半年以内

1



【参考】市場制度ワーキング・グループ』・『資産運用に関する
タスクフォース』報告書（抜粋）（2023年12月12日）

Ⅵ 成長資金の供給と運用対象の多様化の実現

４．非上場有価証券の取引の活性化

②非上場有価証券のみを扱う PTS 業務の参入要件の緩和

現在、第一種金融商品取引業者が運営する私設取引システム（PTS）業務については、実際に取り扱う有価証券の流動性の高低にか
かわらず、主に上場有価証券等を扱うことを想定した規制となっており、認可制の下、資本金・純財産要件（３億円以上）やシステム要件
（第三者評価書の添付）等が求められている。こうした規制は、小規模な取引プラットフォームで電子的に非上場有価証券のセカンダリー取
引を仲介しようとする事業者にとってはハードルが高く、取引の場を提供する事業者がいないため、非上場有価証券のセカンダリー取引が活性
化しない一因となっているとの指摘がある。

そこで、非上場有価証券のセカンダリー取引の場を提供する事業者の参入を促進するため、PTS業務の規制につい
て、想定される取引量等に応じた参入要件とすることが適当である。具体的には、非上場有価証券のみを扱う PTS で
あって、流動性や取引規模等が限定的なものについては、取引の管理等に関する必要な規制を適用する前提で、認
可を要さず第一種金融商品取引業の登録制の下で参入可能とし、資本金や純財産要件等の財産規制やシステムに
関する要件等を緩和することが考えられる。
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【参考】金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する
法律の一部を改正する法律案 説明資料（抜粋）
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【参考】登録PTS制度の概要（金商法）

◆資本金・純資産額

◆自己資本規制比率

◆内部管理体制

◆売買価格の決定方法
受渡・決済の方法

① 株券・新株予約権証券（店頭売買有価証券その他政令で定める有価証券を除く）

② 受益証券発行信託の受益証券（店頭売買有価証券その他政令で定める有価証券を除く）

③ 上記有価証券に表示されるべき権利

④ PTS業務を安定的に行うことが困難となった場合であっても多数の者に影響を
    及ぼすおそれが少ないと認められる有価証券として政令で定めるもの（現在
    パブリックコメント中の案：社債、投資信託受益証券、投資証券等）

３億円以上

120％以上

損失の危険の管理に関し、
適切な体制及び規則の整備

公益又は投資者保護のため
必要かつ適当であること

対象となる有価証券

（第30条）
金融商品取引業者は第２条第８項第10号に掲げる行為を業として行おうと
するときは、内閣総理大臣の認可を受けなければならない。

（第30条）
同左

（新設）
ただし、当該行為を次に掲げる有価証券のみについて行う場合であつて、当該行為に係
る有価証券の売買高の合計額が、当該行為を安定的に行うことが困難となつた場合で
あつても多数の者に影響が及ぼすおそれが少ないと認められる基準として政令で定める基
準（現在パブリックコメント中の案：四半期当たり600億円）以下のときは、この限り
でない。

PTS認可要件

◆以下の業務内容及び方法が公益又は投資者保護のため必要
かつ適当であること

• 取引開始基準及び顧客の管理方法

• 電子情報処理組織の概要、設置場所、容量及び保守の方法並び

に当該電子情報処理組織に異常が発生した場合の対処方法

• 顧客である金商業者における有価証券の売買の受託についての信

用の供与に関する事項

• 取引記録の作成及び保存の方法 等

認可で求められる資本金要件（３億円）は課されず、また、システム要件

（システムの二重化［監督指針改正事項］）等を緩和※２のうえ、第一種

金融商品取引業の登録でPTS業務が可能

※２取引の管理等に関する必要な規制は適用（監督指針改正事項）

認可PTS 登録PTS

①～④の非上場有価証券※１のみを扱い、売買高の合計額が
政令で定める基準以下の場合 ※１ 電子記録移転有価証券表示権利等を含む

4



２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（１）登録PTSに係る自主規制の基本的な考え方

◆ 現在の非上場PTS規則における認可PTSに係る規定について、登録PTSへの適用の要否を検討する。

ただし、登録PTS運営業務は、流動性の低い非上場有価証券のみを取り扱い、かつ、取引規模が限定的

なため、PTSの認可を要せず、第一種金融商品引業の登録により運営可能とするという制度趣旨を踏まえ、

発行会社や登録PTS業者に対して過度な負担とならないよう留意する。

➢ 登録PTSにおける取引態様は、他の証券会社の顧客の注文を受託する「取次型」と自社と自社顧客又は

自社顧客同士でのみ取引（店頭取引に類似）を行う「自社顧客型」が想定される。「取次型」と「自社顧

客型」では想定される流動性や顧客の広がりが異なることを踏まえ、取引態様を「取次型」と「自社顧客

型」に分けてルール整備する。

例：自社顧客型登録PTSについては、自社顧客と間での完結する取引形態であることを踏まえ、

公表を求めている事項について、個々の顧客への情報提供や説明の方法も認める。

➢ 「自社顧客型」については、開示が行われている公募銘柄と私募銘柄を必要に応じて区分したルールとする。

例：公募銘柄については、臨時報告書の提出義務があることを踏まえ、規則において適時の情報提供を求めない。なお、

私募銘柄の適時の情報提供項目については、取引形態を踏まえた項目とする。

➢ その他、所要の改正を行う。

例：PTS運営会員による顧客との情報格差を利用した不公正な取引を防止する観点から、PTS運営会員（認可、登

録ともに）がPTS銘柄について顧客と直接取引を行う場合に取引公正性確保義務を課す。

5



【参考】 登録PTSにおける取引スキーム概念図

取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

自社顧客のみ

登録PTS

運営会員
（PTS運営会社）

注文の取次

登録PTS

取引協会員
（証券会社）

顧客

注文の発注

登録PTS

運営会員

注文の発注

顧客
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非上場認可PTS銘柄
⇒非上場有価証券のうち、次に掲げる有価証券に該当し、
非上場認可PTSにおける取引の対象とするもの

・トークン化有価証券
・特定投資家向け有価証券である店頭有価証券等

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（２）規則の概要①

登録PTS銘柄
⇒非上場有価証券のうち、金商法第30条第１項各号に
掲げる有価証券（株券、新株予約権証券、受益証券発
行信託の受益証券、その他政令で定めるもの（現在パブ
リックコメント中の案：社債、投資信託受益証券、投資証
券等））であって、登録PTSにおける取引の対象とするもの

非上場認可PTS運営会員
⇒自社が開設する非上場認可PTSにおいて非上場認可
PTS銘柄の取引又はその媒介等を行う会員。

➢ 社内規則の制定
➢ 業務内容の公表
➢ 非上場認可PTS銘柄の適正性審査
➢ 発行体との契約締結
➢ 発行体による適時の情報提供
➢ 価格情報の公表等
➢ 売買審査の実施
➢ 売買停止措置
➢ 上場有価証券との誤認防止措置
➢ 取引公正性の確保（新設）

登録PTS運営会員
⇒自社が開設する登録PTSにおいて登録PTS銘柄
の取引又はその媒介等を行う会員。

➢ 社内規則の制定
➢ 業務内容の公表等
➢ 登録PTS銘柄の適正性審査
➢ 発行体との契約締結※
➢ 発行体による適時の情報提供※
➢ 価格情報の公表等
➢ 売買審査の実施
➢ 売買停止措置
➢ 上場有価証券等との誤認防止措置
➢ 取引公正性の確保（新設）

※自社顧客型登録PTSにおいて公募銘柄を取り扱う
場合を除く
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登録PTS取引協会員
⇒他社が開設する登録PTSにおいて登録PTS銘柄の
取引又はその媒介等を行う協会員

➢ 登録PTS運営会員が社内規則で定める事項の
遵守

➢ 価格情報の提供
➢ 不公正取引等の防止
➢ 上場有価証券等との誤認防止措置

➢ 特定投資家向け有価証券に係る特則等
➢ 非上場認可PTS運営会員及び登録PTS運営会員に対する準用
（PTS運営会員と顧客（機関投資家を想定）との直接取引の場合）

*登録PTSに係る各社の運用にあたって必要な事項については、ガイドラインに記載予定

その他

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（２）規則の概要②

非上場認可PTS取引協会員
⇒他社が開設する非上場認可PTSにおいて非上場認可
PTS銘柄の取引又はその媒介等を行う協会員

➢ 非上場認可PTS運営会員が社内規則で定める
事項の遵守

➢ 価格情報の提供
➢ 不公正取引等の防止
➢ 上場有価証券との誤認防止措置
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〇定義（第２条）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

（参考）非上場認可PTS 登録PTS

非上場認可PTS取引業務
を行う協会員

＝非上場認可PTS
取引協会員

非上場認可PTS運営業
務を行う会員

＝非上場認可PTS
運営会員

他の会員が開設するPTSに
おいて非上場認可PTS銘
柄取引やその媒介等を行う

＝非上場認可
PTS取引業務

自ら開設するPTSにおい
て非上場認可PTS銘柄
取引やその媒介等を行う

＝非上場認可PTS
運営業務

非上場認可PTS銘柄
• トークン化有価証券
• 特定投資家向け有価証券である店頭有価証

券等

非上場認可PTS銘柄の非上場認可PTSでの取引

＝非上場認可PTS銘柄取引

登録PTS取引業務を行う協会員

＝登録PTS取引協会員
登録PTS運営業務を行う会員

＝登録PTS運営会員

他の会員が開設する登録PTSに
おいて登録PTS銘柄取引やその

媒介等を行う

＝登録PTS取引業務

自ら開設する登録PTSにおいて登録PTS銘柄取
引やその媒介等を行う

＝登録PTS運営業務

登録PTS銘柄
• 非上場有価証券のうち、金商法第30条第１項各号に掲げる有価証券で

あって、登録PTSにおける取引の対象とするもの

登録PTS銘柄の登録PTSでの取引

＝登録PTS銘柄取引

【主な用語定義について】

登録PTS取引協会員の顧客又は登録PTS取
引協会員の顧客及び登録PTS運営会員の顧

客を対象として行う

＝取次型登録PTS運営業務

登録PTS運営会員の顧客のみを対象として行う

＝自社顧客型登録PTS運営業務
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登録PTS運営会員が社内規則に制定すべき事項

〇 登録PTS運営会員における社内規則の制定等（第４条の２）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

非上場認可PTS銘柄の適正性の審査 登録PTS銘柄の適正性の審査

非上場認可PTS銘柄の取扱廃止基準 登録PTS銘柄の取扱廃止基準

発行体との契約 発行体との契約 発行体との契約（公募登録PTS銘柄を除く（注
１））

適時の情報提供 適時の情報提供 適時の情報提供（公募登録PTS銘柄を除く
（注１））

売買審査の実施 売買審査の実施

価格情報の公表等 価格情報の公表等 価格情報の提供等（注２）

発行体への措置及び非上場認可PTS銘柄
の売買停止措置等

発行体への措置及び登録PTS銘柄の
売買停止措置等

・発行体への措置（公募登録PTS銘柄を除く
（注１））
・登録PTS銘柄の売買停止措置等に関する事項

受渡決済 受渡決済

上場有価証券との誤認防止措置 上場有価証券及び非上場認可PTS銘柄との誤認防止措置

非上場認可PTS取引協会員に遵守させるべ
き事項

登録PTS取引協会員に遵守させるべき事項

◆ PTS運営会員による取扱銘柄の適正性審査や取扱廃止基準等について定めた社内規則の制定

（注１）自社顧客型登録PTSにおける公募登録PTS銘柄については、臨時報告書に加え、発行体に適時の情報提供義務を課すことは過重であ
ると考えられるため不要とすることとした（第８条の２）ことから、適時の情報提供義務に関する発行体との契約締結及び適時の情報提供は適用
対象外となる。また、適時の情報提供の不履行に伴う発行体への措置も適用対象外となる。
（注２）自社顧客型登録PTSにおいては、自社顧客との間で完結する取引形態であることを踏まえ、価格情報を顧客に対して提供する方法とする。
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○業務内容の公表等(第５条）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

非上場認可PTS運営業務の内容を自社のウェ
ブサイトに掲載する等の方法により公表

登録PTS運営業務の内容を自社のウェブサイ
トに掲載する等の方法により公表

登録PTS運営業務の内容を自社のウェブサイ
トに掲載する等の方法により公表又は顧客に
説明（注）

◆ PTS運営会員による取引ルール、適正性審査の方法、審査基準等の公表

（注）自社顧客型登録PTSにおいては、自社顧客との間で完結する取引形態であることを踏まえ、ウェブサイトに掲載する方法のほか、顧客への説
明による方法を認める。
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〇商品の適正性審査（第６条の２）

企業金融型商品（例：社債ST、非上場株式）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

登録PTS運営会員が非上場有価証券を新たに登録PTS銘柄に追加する場合に、当該非上場有価証券の適正性について審
査しなければならない事項

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

発行体が有価証券報告書を提出又は発行者情報
を提供若しくは公表しなければならない者であること

非適用：登録PTSでは発行体が有価証券報告書等の提出者であることを要しないため

発行体の業務の実在性、事業継続体制 発行体の業務の実在性、事業継続体制

発行体におけるコーポレート・ガバナンス及び内部管
理体制の状況

発行体におけるコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の状況

発行体の財務状況 発行体の財務状況

発行体における有価証券報告書の提出又は発行
者情報の公表及び適時の情報提供を適正に行うた
めの態勢整備の状況

発行体における有価証券報告書の提出又は発行者情報の公表を適正に行うための態勢
整備の状況（有価証券報告書等の提出・公表会社に限る）

発行体における適時の情報提供を
適正に行うための態勢整備の状況

発行体における適時の情報提供を適正に行うための
態勢整備の状況（公募登録PTS銘柄を除く（注））

発行体が反社会的勢力との関係を有しないこと 発行体が反社会的勢力との関係を有しないこと

当該非上場有価証券（トークン化有価証券に該
当するものに限る。）の権利移転等に関する事項

当該非上場有価証券（トークン化有価証券に該当するものに限る。）の権利移転等に関
する事項

その他投資者保護の観点から非上場認可PTS運
営会員が必要と認める事項

その他投資者保護の観点から登録PTS運営会員が必要と認める事項

◆ PTS運営会員による取扱銘柄の適正性審査の審査項目を規定

（注）自社顧客型登録PTSにおける公募登録PTS銘柄については、臨時報告書に加え、発行体に適時の情報提供義務を課すことは過重である
と考えられるため不要とすることとした（第８条の２）ことから、適時の情報提供に係る適正性審査は適用対象外となる。
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〇商品の適正性審査（第６条の２）

資産金融型商品（例：不動産受益証券発行信託ST）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

発行体が有価証券報告書を提出又は発行者情報
を提供若しくは公表しなければならない者であること

非適用：登録PTSでは発行体が有価証券報告書等の提出者であることを要しないため

資産の流動化のスキームの合理性、適切性 資産の流動化のスキームの合理性、適切性

発行体及び運用会社等におけるコーポレート・ガバナ
ンス及び内部管理体制の状況

発行体及び運用会社等におけるコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の状況

受益者等と発行体及び運用会社等との間における
利益相反状況

受益者等と発行体及び運用会社等との間における利益相反状況

発行体及び運用会社等の財務状況 発行体及び運用会社等の財務状況

発行体及び運用会社等における有価証券報告書の
提出又は発行者情報の公表及び適時の情報提供
を適正に行うための態勢整備の状況

発行体及び運用会社等における有価証券報告書の提出又は発行者情報の公表を適
正に行うための態勢整備の状況（有価証券報告書等の提出・公表会社に限る）

発行体及び運用会社等における適時
の情報提供を適正に行うための態勢
整備の状況

発行体及び運用会社等における適時の情報
提供を適正に行うための態勢整備の状況
（公募登録PTS銘柄を除く）

発行体及び運用会社等が反社会的勢力との関係を
有しないこと

発行体及び運用会社等が反社会的勢力との関係を有しないこと

当該非上場有価証券（トークン化有価証券に該当
するものに限る。）の権利移転等に関する事項

当該登録PTS銘柄（トークン化有価証券に該当するものに限る。）の権利移転等に関
する事項

その他投資者保護の観点から非上場認可PTS運営
会員が必要と認める事項

その他投資者保護の観点から登録PTS運営会員が必要と認める事項
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〇発行体との契約締結（第７条）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

登録PTS運営会員が非上場有価証券を新たに登録PTS銘柄に追加する場合に、当該非上場有価証券の発行体との間で
契約しなければならない事項

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS
自社顧客型登録PTS

（公募登録PTS銘柄を除く（注１））

発行体による非上場認可PTS運営会員への
適時の情報提供

発行体による登録PTS運営会員への適時の情報提供

発行体等（運用会社等を含む）のウェブサイ
ト等における適時の情報提供の情報内容の
公表

発行体等（運用会社等を含む）のウェブ
サイト等における適時の情報提供の情報内
容の公表

発行体等（運用会社等を含む）のウェブサイト
等における適時の情報提供の情報内容の公表
又は顧客への情報提供（注２）

発行体による非上場認可PTS運営会員への
適時の情報提供が実施されない場合及び提
供された情報の内容が不適切な場合の措置

発行体による登録PTS運営会員への適時の情報提供が実施されない場合及び提供された情
報の内容が不適切な場合の措置

発行体による非上場認可PTS運営会員への
適時の情報提供に必要な情報の保有主体が
発行体以外の者（運用会社等）の場合、
当該発行体以外の者の協力を得る旨

発行体による登録PTS運営会員への適時の情報提供に必要な情報の保有主体が発行体以
外の者（運用会社等）の場合、当該発行体以外の者の協力を得る旨

上記の他、非上場認可PTS運営会員の定め
る規則を遵守する旨

上記の他、登録PTS運営会員の定める規則を遵守する旨

◆ PTS運営会員による発行体との適時の情報提供等に関する契約締結

（注１）自社顧客型登録PTSにおける公募登録PTS銘柄については、臨時報告書が提出されることから、発行体に適時の情報提供義務を課
すことは過重であると考えられるため、不要とすることとした（第８条の２）。本条は発行体との適時の情報提供義務に関する契約の締結を課す
ものであるため、適用対象外とする。
（注２）自社顧客型登録PTSにおいては、自社顧客との間で完結する取引形態であることを踏まえ、公表のほか、顧客への情報提供による方
法を認める。

14



〇発行体による適時の情報提供（第８条の２）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

発行体が登録PTS運営会員へ適時の情報提供をすべき事項

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS
自社顧客型登録PTS

（公募登録PTS銘柄を除く）

トークン化有価証券について、臨時報告の提
出が必要な場合

登録PTS銘柄について、臨時報告書の提出
が必要な場合

特定投資家向け有価証券について、公表した
特定証券情報等の記載内容について訂正が
あった場合

登録PTS銘柄について、公表した特定証券情報等の記載内容について、訂正があった場合

会社法に基づく計算書類又は事業報告を作
成した場合

投資判断に重要な影響を及ぼす事実の決
定・発生があった場合（上記に該当する場合
を除く）

投資判断に重要な影響を及ぼす事実の決
定・発生があった場合（上記に該当する場合
を除く）

継続企業の前提に重大な疑義が生じた場合
（私募の場合は臨時報告書が提出されない
ため）

上記の他、非上場認可PTS運営会員が必要
と認める場合

上記の他、登録PTS運営会員が必要と認める場合

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS
自社顧客型登録PTS

（公募登録PTS銘柄を除く）

適時の情報提供の公衆縦覧義務 適時の情報提供の公衆縦覧義務 適時の情報提供の公衆縦覧又は顧客への情
報提供義務（注）

公衆縦覧に供した情報の内容の適正性確保 公衆縦覧に供した情報の内容の適正性確保

◆ 発行体との契約による適時の情報提供の項目及びPTS運営会員による公衆縦覧の方法等を規定

（私募は臨時報告書の提出なし）

（注）自社顧客型登録PTSにおいては、自社顧客との間で完結する取引形態であることを踏まえ、公衆縦覧のほか、顧客への情報提供による方法を認める。 15



〇価格情報の公表等（第９条の２）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

• 価格情報の公表
• 非上場認可PTS取引協会員への約定価
格等提供のための態勢整備義務

• 価格情報の公表
• 登録PTS取引協会員への約定価格等提
供のための態勢整備義務

• 非適用（注）
• 顧客への約定価格等提供のための態勢
整備義務

〇不公正取引等の防止（第10条）

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

非上場認可PTS取引協会員への不公正取
引等を防止する態勢整備義務

登録PTS取引協会員への不公正取引等を
防止する態勢整備義務

〇売買審査の実施（第11条）

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

社内規則に基づく適切な売買審査の実施 社内規則に基づく適切な売買審査の実施

売買審査の結果、不公正取引に該当するお
それがあると認識した場合等の非上場認可
PTS取引協会員への注意喚起等の措置

売買審査の結果、不公正取引に該当するお
それがあると認識した場合等の登録PTS取引
協会員への注意喚起等の措置

売買審査の結果、不公正取引に該当するお
それがあると認識した場合等の社内規則に基
づく措置

◆ PTS取引協会員による過当売買や仮装売買等の不公正な取引を防止する態勢整備

◆ PTS運営会員による社内規則に基づく売買審査の実施及びPTS取引協会員等への適切な措置

◆ PTS運営会員による毎営業日の約定価格等の公表及びPTS取引協会員等による顧客等の要請に応じた
価格の提示

（注）自社顧客型登録PTSにおいては、自社顧客との間で完結する取引形態であることを踏まえ、価格情報を顧客に対して提供することとし、
価格情報の公表は不要とした。

非適用：登録PTS取引協会員（他の協会
員）による取引は行われないため
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〇売買停止措置（第12条）

２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

社内規則に基づく適切な売買停止措置の実施 社内規則に基づく適切な売買停止措置の実施

〇上場有価証券等との誤認防止措置（第13条）

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

非上場認可PTS銘柄が上場有価証券でないこ
との自社のウェブサイト上における明示

登録PTS銘柄が上場有価証券及び非上
場認可PTS銘柄ではないことの自社のウェ
ブサイト上における明示

登録PTS銘柄が上場有価証券及び非上場
認可PTS銘柄ではないことの自社のウェブサイ
ト上における明示又は顧客への説明（注）

非上場認可PTS取引協会員による、非上場認
可PTS銘柄が上場有価証券ではないことについ
ての顧客への説明

登録PTS取引協会員による、登録PTS銘
柄が上場有価証券及び非上場認可PTS
銘柄ではないことについての顧客への説明

〇取引公正性の確保（第14条）（新設）

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

顧客との間で売買を行う場合、合理的な方法で
算出された時価を基準として適正な価格により取
引を行う

顧客との間で売買を行う場合、合理的な方法で算出された時価を基準として適正な価格に
より取引を行う

顧客と直接取引する場合の適正価格による取引公正性確保について定める。

◆ PTS運営会員によるシステム稼働に支障が生じた場合等における適切な売買停止措置の実施

◆ PTS運営会員及びPTS取引協会員によるPTS取引銘柄が上場有価証券等と異なることの周知

（注）自社顧客型登録PTSにおいては、自社顧客との間で完結する取引形態であることを踏まえ、ウェブサイトへの明示の方法のほか、顧客への
説明の方法を認める。

非適用：登録PTS取引協会員による
取引は行われないため
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２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

〇特定投資家向け有価証券に係る特則等（第15条）

【投資信託受益証券】

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

発行体における有価証券報告書の提出又は発
行者情報の公表及び適時の情報提供を適正に
行うための態勢整備の状況

発行体における有価証券報告書の提出又は発行者情報の公表を適正に行うための態勢整
備の状況（有価証券報告書等の提出・公表会社に限る）

発行体における適時の情報提供を適正に行うための態勢整備の状況

投資信託受益証券（トークン化有価証券に該
当するものに限る。）の権利移転等に関する事項

当該投資信託受益証券（トークン化有価証券に該当するものに限る。）の権利移転等に
関する事項

その他投資者保護の観点から非上場認可PTS

運営会員が必要と認める事項
その他投資者保護の観点から登録PTS運営会員が必要と認める事項

登録PTS運営会員が特定投資家向け有価証券である投資信託等を新たに登録PTS銘柄とする場合に、銘柄ごとに審査しな
ければならない事項

◆ 特定投資家以外からの買付けの受託の禁止及び発行体の契約内容
◆ J-Ships銘柄（投信）の審査項目の特例

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

非上場認可PTS取引協会員における特定投資
家以外の者である顧客からのPTSにおける特定
投資家向け有価証券の買付けの受託の禁止

登録PTS取引協会員における特定投資家以
外の者である顧客からのPTSにおける特定投
資家向け有価証券の買付けの受託の禁止

特定投資家向け有価証券を新たに非上場認可
PTS銘柄に追加する場合の発行者情報の公表
に係る発行体との契約締結

特定投資家向け有価証券を新たに登録PTS
銘柄に追加する場合の発行者情報の公表に
係る発行体との契約締結

非適用：自社顧客型登録PTSについては発行者
情報につき公表だけでなく、顧客への提供も認めら

れるため

非適用：登録PTS取引協会員による
取引は行われないため
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２． 「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」
の一部改正（案）について
（３）規則の改正内容

〇特定投資家向け有価証券に係る特則等（第15条）

【投資証券、新投資口予約権証券】

（参考）非上場認可PTS 取次型登録PTS 自社顧客型登録PTS

発行体及び運用会社等におけるコーポレート・ガ
バナンス及び内部管理体制の状況

発行体及び運用会社等におけるコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の状況

受益者等と発行体及び運用会社等との間におけ
る利益相反状況

受益者等と発行体及び運用会社等との間における利益相反状況

発行体及び運用会社等における有価証券報告
書の提出又は発行者情報の公表及び適時の情
報提供を適正に行うための態勢整備の状況

発行体及び運用会社等における有価証券報告書の提出又は発行者情報の公表を適正に
行うための態勢整備の状況（有価証券報告書等の提出・公表会社に限る）

発行体及び運用会社等における適時の情報提供を適正に行うための態勢整備の状況

発行体及び運用会社等が反社会的勢力との関
係を有しないこと

発行体及び運用会社等が反社会的勢力との関係を有しないこと

当該投資証券等（トークン化有価証券に該当
するものに限る。）の権利移転等に関する事項

当該投資証券等（トークン化有価証券に該当するものに限る。）の権利移転等に関する事
項

その他投資者保護の観点から非上場認可PTS

運営会員が必要と認める事項
その他投資者保護の観点から登録PTS運営会員が必要と認める事項

登録PTS運営会員が特定投資家向け有価証券である投資信託等を新たに登録PTS銘柄とする場合に、銘柄ごとに審査しな
ければならない事項

〇登録PTS運営会員に対する準用（第16条）

• PTS運営会員と顧客との直接取引における規定の読替
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３．店頭有価証券等を登録PTSで取り扱う際の規制の適用について
（１）規制の適用及び規則改正の方向性（概要）

【規則改正の方向性】

➢ 「登録PTS開設者として必要な規制」は非上場PTS規則で担保されていることから、「各取引制度に係る規則」で追
加的な対応は不要（認可PTSと同じ）。

➢ 一方で、「PTSでの取引であること」を踏まえて、「各取引制度に係る規則」で適用除外とすべき項目等に関して規
則改正を行う。

取引の流れ

店頭有価証券等
（非上場株式）

（非上場新株予約権証券）
（非上場新株予約権付社債）
（投資信託受益証券）

（投資証券）
（新投資口予約権証券）

登録PTSで扱うための
適正性審査等

（各規則で勧誘が認められているものに限る）

【店頭有価証券等を登録PTSで取り扱う際の規制の適用について】
店頭有価証券等を登録PTSで取り扱うにあたっては、認可PTSと同様に、各取引制度に係る規則に加えて非上場PTS

規則も適用されることとなる。

店頭有価証券に関する規則

株主コミュニティに関する規則

店頭有価証券等の特定投資家に対する
投資勧誘等に関する規則（J-Ships規則）

各取引制度に係る規則 上乗せ規制

＋ 非上場PTS

規則

「非上場PTS規則」適用
（PTSで取引するための上乗せ規制）

PTSでの売買、
売買の媒介又は取次

上記の「各取引制度に係る規則」が適用
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３．店頭有価証券等を登録PTSで取り扱う際の規制の適用について
（２）「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則
（ J-Ships規則）」の一部改正（案）について

規則改正の内容（店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則）

➢ 登録PTSでの取引に関する協会員に適用するJ-Ships規則

• PTS取引に適用するJ-Ships規則の考え方としては、一昨年の認可PTSの検討の際に整理済み。

―― 当時は、審査など銘柄の取扱いに関する規定等については、認可PTS開設者に関する規定である「非上場

PTS規則」で担保されていることから、認可PTS取引銘柄を取り扱う協会員に適用するJ-Ships規則の規定に

ついては勧誘等に関する事項のみとした（下表のとおり）。

• 登録PTSでの取引に関するJ-Ships規則の適用についても、審査など銘柄の取扱いに関する規定等については、登

録PTS開設者に関する規定である「非上場PTS規則」で担保されていることから、認可PTSと同様の取扱いとする。

• 扱う際の規制の適用に

店頭有価証券に関する規則

株主コミュニティに関する規則

店頭有価証券等の特定投資家に対する
投資勧誘等に関する規則（J-Ships規則）

各取引制度に係る規制 上乗せ規制

＋ 非上場PTS

規則

① 取扱いの前提に関する規定 ② 投資勧誘に関する規定 ③ 内部管理体制に関する規定 ④ 雑則

第３条 検証及び審査 第８条 投資勧誘の要件 第12条 社内規則及び取扱要領 第15条 本協会への報告

第４条 発行者との反社会的勢力排除

のための契約内容
第９条 既存株主による売付けに係る勧誘

第13条 取扱協会員としての届出及び

公表
第16条 本協会による照会等

第５条 反社会的勢力の排除
第10条 取引開始時の説明書の交付及び

確認書の徴求

第14条 取扱協会員としての指定の取

消し
第17条 電磁的方法による交付等

第６条 特定証券情報の提供又は公表 第11条 個別銘柄に係る説明書の交付等

第７条 発行者情報の提供又は公表

：取次に適用される規定【認可PTSに係る売買の取次で適用されるJ-Ships規則】
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３．店頭有価証券等を登録PTSで取り扱う際の規制の適用について
（２）「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則
（ J-Ships規則）」の一部改正（案）について

●店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則（改正案）

➢ J-Ships規則における規則改正の内容について

認可PTS取引に措置している適用除外規定について、登録PTS取引も同様の取扱いとなるよう以下の改正を行う。

• J-Ships銘柄の買付けに係る投資勧誘を行う際に、個別銘柄に係る説明書の交付等を求めているところ、登録PTS

銘柄取引に係る例外規定を設ける。（第11条）

• 登録PTS銘柄取引に係る投資勧誘を行う場合における適用除外を設けるとともに、当該投資勧誘のみを行う協会

員について取扱協会員としての指定等を要しないこととする。（第18条）

改正案 現 行
（個別銘柄に係る説明書の交付等）
第 11 条 取扱協会員は、第８条に基づいて顧客の買付けに係る投資勧誘を行う際に
は、当該投資勧誘の相手方となる顧客に対して、次の各号に掲げる事項を記載した
書面による説明書を交付するとともに、これらについて十分に説明しなければならない。

（個別銘柄に係る説明書の交付等）
第 11 条 （ 同 左 ）

１～６   （ 現行どおり ） １～６ （ 省 略 ）

２ 前項の規定は、取扱協会員が第８条第３号に基づく投資勧誘を行う場合であって、
前項各号に掲げる事項が掲載されている非上場認可PTS運営会員（「私設取引シ
ステムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」第２条第９号に規定する非
上場認可PTS運営会員をいい、当該有価証券の売買を行う私設取引システムを開
設する者に限る。）、登録PTS運営会員（「私設取引システムにおける非上場有価
証券の取引等に関する規則」第２条第17号に規定する登録PTS運営会員をいい、
当該有価証券の売買を行う私設取引システムを開設する者に限る。）又は当該取扱
協会員のウェブサイトを閲覧するために必要な情報を当該投資勧誘の相手方となる顧
客に提供した場合には、適用しない。

２ 前項の規定は、取扱協会員が第８条第３号に基づく投資勧誘を行う場合で
あって、前項各号に掲げる事項が掲載されている非上場PTS運営会員（「私
設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関する規則」第２条第８
号に規定する非上場PTS運営会員をいい、当該有価証券の売買を行う私設
取引システムを開設する者に限る。）又は当該取扱協会員のウェブサイトを閲
覧するために必要な情報を当該投資勧誘の相手方となる顧客に提供した場合
には、適用しない。

（PTS取引に係る適用除外等）
第 18 条 第８条第３号に基づく投資勧誘を行う場合には、第３条から第７条及び第

12条の規定は適用しない。ただし、当該投資勧誘が「私設取引システムにおける非上
場有価証券の取引等に関する規則」第２条第20号に規定する自社顧客型登録
PTS運営業務に関するものである場合の第７条の規定については、この限りではない。

（PTS取引に係る適用除外等）
第 18 条 第８条第３号に基づく投資勧誘を行う場合には、第３条から第７条
及び第12条の規定は適用しない。

２ 第８条第３号に基づく投資勧誘のみを行う協会員については、第７条から第11条
及び第15条から第17条の規定中「取扱協会員」とあるのは「協会員」と読み替えて適
用し、第13条及び第14条の規定は適用しない。

２ 第８条第３号に基づく投資勧誘のみを行う協会員については、第８条から第
11条及び第15条から第17条の規定中「取扱協会員」とあるのは「協会員」と
読み替えて適用し、第13条及び第14条の規定は適用しない。
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３．店頭有価証券等を登録PTSで取り扱う際の規制の適用について
（３） 「店頭有価証券に関する規則」の一部改正（案）について

規則改正の内容（店頭有価証券に関する規則）

➢ 登録PTSにおける店頭有価証券の成行注文の取扱い等について

認可PTSにおける取引と同様に、PTS取引の特性を踏まえた以下の措置を講じる改正を行う。

• 店頭有価証券は成行注文を受けてはならないとされているが、登録PTSにおける取引においても成行注文を可能

とする規則改正を行う。（第13条）

• 「会員間の売買の制限」における例外規定に登録PTS銘柄取引を追加する。（第14条）

改正案 現 行

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券の店頭取引の禁止）
第 13 条 協会員は、「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関
する規則」第２条第５号に規定する非上場認可PTS銘柄取引又は同条第14

号に規定する登録PTS銘柄取引の場合を除き、店頭有価証券については成行
注文を受けてはならない。

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券の店頭取引の禁止）
第 13 条 協会員は、「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関
する規則」第２条第４号に規定する非上場PTS銘柄取引の場合を除き、店頭
有価証券については成行注文を受けてはならない。

（会員間の売買の制限）
第 14 条 会員は、第３条の２、第４条、第４条の２、第６条、第７条及び「店
頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の規定により
投資勧誘を行うもの並びに「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引
等に関する規則」第２条第５号に規定する非上場認可PTS銘柄取引又は同
条第14号に規定する登録PTS銘柄取引の場合を除き、店頭有価証券につい
ては、会員間の流通を目的とする店頭取引を行ってはならない。

（会員間の売買の制限）
第 14 条 会員は、第３条の２、第４条、第４条の２、第６条、第７条及び「店
頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の規定により
投資勧誘を行うもの並びに「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引
等に関する規則」第２条第４号に規定する非上場PTS銘柄取引の場合を除
き、店頭有価証券については、会員間の流通を目的とする店頭取引を行っては
ならない。

●店頭有価証券に関する規則（改正案）

店頭有価証券に関する規則

株主コミュニティに関する規則

店頭有価証券等の特定投資家に対する
投資勧誘等に関する規則（J-Ships規則）

各取引制度に係る規制 上乗せ規制

＋ 非上場PTS

規則
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３．店頭有価証券等を登録PTSで取り扱う際の規制の適用について
（４） 「株主コミュニティに関する規則」の一部改正（案）について

規則改正の内容（株主コミュニティに関する規則）

➢ 登録PTSにおける株主コミュニティ銘柄の成行注文の取扱いについて

PTS取引の特性を踏まえた以下の措置を講じる改正を行う。

• 株主コミュニティ銘柄は成行注文を受けてはならないとされているが、登録PTSにおける取引においては成行注文

を可能とする規則改正を行う。（第24条）

※なお、株主コミュニティ銘柄については、現時点で「取次型」における取扱いは想定せず、「自社顧客型」における取扱いのみを想定している。

改正案 現 行

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券の店頭取引の禁止）
第 24 条 会員は、「私設取引システムにおける非上場有価証券の取引等に関す
る規則」第２条第14号に規定する登録PTS銘柄取引の場合を除き、株主コ
ミュニティ銘柄については成行注文を受けてはならない。

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭有価証券の店頭取引の禁止）
第 24 条 会員は、株主コミュニティ銘柄については成行注文を受けてはならない。

●株主コミュニティに関する規則（改正案）

店頭有価証券に関する規則

株主コミュニティに関する規則

店頭有価証券等の特定投資家に対する
投資勧誘等に関する規則（J-Ships規則）

各取引制度に係る規制 上乗せ規制

＋ 非上場PTS

規則
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【参考】金商法におけるPTS業務の定義

◆ 第２条第８項10号

有価証券の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理であつて、電子情報処理組織を使用して、同時に多数の者を一方の当
事者又は各当事者として次に掲げる売買価格の決定方法又はこれに類似する方法により行うもの（取り扱う有価証券の種類
等に照らして取引所金融商品市場又は店頭売買有価証券市場（第六十七条第二項に規定する店頭売買有価証券市場
をいう。）以外において行うことが投資者保護のため適当でないと認められるものとして政令で定めるものを除く。）

イ 競売買の方法（有価証券の売買高が政令で定める基準を超えない場合に限る。）

ロ 金融商品取引所に上場されている有価証券について、当該金融商品取引所が開設する取引所金融商品市場における
当該有価証券の売買価格を用いる方法

ハ 第六十七条の十一第一項の規定により登録を受けた有価証券について、当該登録を行う認可金融商品取引業協会が
公表する当該有価証券の売買価格を用いる方法

ニ 顧客の間の交渉に基づく価格を用いる方法

ホ イからニまでに掲げるもののほか、内閣府令で定める方法

金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令
（私設取引システム運営業務の売買価格の決定方法）
第十七条 法第二条第八項第十号ホに規定する内閣府令で定める方法は、次に掲げる方法とする。
一 顧客の提示した指値が、取引の相手方となる他の顧客の提示した指値と一致する場合に、当該顧客の提示した指値を
用いる方法

二 金融商品取引業者が、同一の銘柄に対し自己又は他の金融商品取引業者等の複数の売付け及び買付けの気配を提
示し、当該複数の売付け及び買付けの気配に基づく価格を用いる方法（複数の金融商品取引業者等が恒常的に売付け
及び買付けの気配を提示し、かつ当該売付け及び買付けの気配に基づき売買を行う義務を負うものを除く。）
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